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施

全学年・毎日歯みがき

策

を行うよう各学校に働

の

きかけるとともに、家

概

庭での歯みがき習慣も

要

定着させ、むし歯がな

柱

方　　　針
　い子ども

立

の割合を増やす。

■　

て

児童・生徒が自分の大

5

切さとともに他の人の

【

大切さを認めることが

ひ

できるようになり、そ

と

れが様々な場面や状況

】

　下での具体的な態度

自

や行動に現れるよう、

己

区が実施する人権教育

肯

の研修会等を通じて、

定

教員の指導力を高めて

感

い　

　く。

担 当 課 名 学

を

務課（取りまとめ）、

持

教育指導課

電 話 番 号 0

ち

3-3880-597

、

1 E-mail gak

生

umu@city.a

き

dachi.toky

抜

o.jp

　学校給食を

く

通した食育に関する取

力

組みは、足立区糖尿病

を

対策アクションプラン

備

「おいしい給食・食育

え

対策編」の施

策であり

た

、衛生部こころとから

人

だの健康づくり課及び

施

子ども家庭部子ども施

策

設指導・支援課、教育

群

指導課と協働し実

施し

名

ている。

協働・協創
の

1

取 組 み

【目標】３　あ

家

らゆる年齢のすべての

庭

人々の健康的な生活を

・

確保し、福祉を促進す

地

る。

【ターゲット】3

域

.4　非感染性疾患に

と

よる若年死亡率を減少

連

させ、精神保健・福祉

携

を促進する。
ＳＤＧｓ

し

が
【関連する理由】規

、

則正しい生活習慣や食

子

習慣を身につけること

ど

で、肥満が改善され将

も

来の健康被害を予防す

の

ること
目指す目標

につ

学

ながる。
（ターゲッ

【

び

評価】新型コロナウイ

を

ルス感染症が５類へ移

支

行し、徐々に生活のリ

え

ズムや活動等が戻って

育

きたことにより、貧血

む

・
ト）との関

小児生活

施

習慣病予防健診の管理

策

不要率が上がってきた

名

と考えられる。引き続

1

き、生活習慣の改善指

.

導もしていく。一
連及

1

び評価
方、給食後の歯

児

みがきが実施できない

童

学校があるが、保健所

・

による出前教室や家庭

生

との連携により、歯み

徒

がきの習慣

づけを行い

の

、むし歯のある児童・

心

生徒の割合を減少させ

身

ることができた。

備　

の

　　考

健全な発達の支援

■　子どもたちに健康や食の大切さを伝え、人生を生き抜く健康な心と体をつくる生活習慣づくりを推進する。

■　学校で歯・口腔衛生の取組みを強化し、家庭との連携により子どもたちの歯・口腔の健康習慣づくりを定着させ

  る。

施策の方向 ■　人権教育の充実により、人とのよりよい関わり・自分や他者の大切さを認める豊かな心を育成する。

( 目 標 )

■　子どもたちの生活習慣病の管理不要率は、コロナ禍以降微増傾向である。

■　食習慣の面では、新型コロナウイルス感染症が５類へ移行し学校内での制約は緩和されているが、この数年で家

　庭科の調理実習などの学習機会が減少していることが、今後の「あだち食のスタンダード」の定着に影響してくる

　と想定される。
現　　　状

■　むし歯のある児童・生徒の割合は、減少傾向にある。

■　小・中学校では、教育活動全体を通じて自尊心や他者尊重、多様性、感染症などの正しい知識の獲得を進め、人

  権意識の育成に努めている。

■　肥満やむし歯などの課題がある子どもの割合が東京都平均よりも高く、将来の健康被害を予防するためにも

　規則正しい生活習慣や食習慣を身につける必要がある。

■　学校給食残菜率のさらなる低減とともに、食育リーダーを中心とした啓発を強化し、学校間の残菜率及び食育の

 

足

 取組みの差を解消し

立

ていく必要がある。

■

区

　いじめの未然防止、

　

偏見や差別をなくすこ

令

と、ＳＮＳ等を活用す

和

る際のモラル向上など

７

、日常生活の様々な場

年

面
課　　　題

  にお

度

ける具体的な行動につ

施

なげられるよう、人権

策

教育の改善・充実を図

評

る必要がある。

■　家

価

庭との連携を強化し子

調

どもたちへの切れ目の

書

ない指導を行うことに

(

より、規則正しい生活

令

習慣の定着を実現し

　

和

ていく。

■　子どもの

６

頃からの望ましい食習

年

慣が将来の健康に繋が

度

るため、民間企業や団

事

体等に協力を得るなど

業

、多様な場や

　機会を

実

設け、児童・生徒及び

施

家庭への啓発を継続し

)

、「あだち食のスタン

1

ダード」の定着、向上

 

を目指していく。

■　
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成　率 60% 12% 65% 13% 127% 25% 60% 60% -

指標名 【成果3】全国学力学習状況調査で「いじめはどんなことがあってもいけない」に肯定的回答をした小・中学生の割合

定義等 「いじめはどんなことがあってもいけないことだと思う」に肯定的な回答をした児童（小学6年生）の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 96.8 97.1 97.4 100 -
(5)

実　績　値 96.2 96.4 96.4 96 R6 100

達　成　率 99% 96% 99% 96% 99% 96% 96% 96% -

指標名 【活動3】教員対象の人権教育の研修会の参加小・中学校の割合

定義等 教育委員会が実施する人権教育研修に年1回以上参加した小・中学校の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97.2 100 100 100 -
(6)

実　績　値 92.3 100 100 100 R6 100

達　成　率 95% 92% 100% 100% 100% 100% 100% 100% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 3,630,339 3,741,303 5,586,407 6,325,782

人件費 137,692 132,994 155,634 177,234

総事業費 3,768,031 3,874,297 5,742,041 6,503,016

前年比(金額) 52,539 106,266 1,867,744 760,975

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】小児生活習慣病予防健診における「管理不要」と「正常」の割合（中学２年生）

定義等 「小児生活習慣病予防健診（中２生）」において、「管理不要」と診断された生徒の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 79 79 79 79 -
(1)

実　績　値 73.2 73.7 75.3 75.9 R6 79

達　成　率 93% 93% 93% 93% 95% 95% 96% 96% -

指標名 【活動1】ごはん、みそ汁、目玉焼き程度の料理を自分で作ることができる子どもの割合

定義等 将来を健康に生き抜くための望ましい食習慣が実践できている割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 100 -
(2)

実　績　値 70 70 58 56 R6 100

達　成　率 78% 70% 78% 70% 64% 58% 56% 56% -

指標名 【成果2】むし歯のある児童・生徒の割合

定義等 乳歯または永久歯のむし歯（治療済みのむし歯も含む）のある児童の割合※低減目標
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 36 36 36 36 -
(3)

実　績　値 38 36.1 33.1 30.8 R6 36

達　成　率 95% 95% 100% 100% 109% 109% 117% 117% -

指標名 【活動2】給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小・中学校の割合

定義等 給食後の歯みがき（全学年・毎日）を実施する小学校の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 20 20 20 100 -
(4)

実　績　値 12 13 25.4 59.7 R6 100

達　
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、

方向性

【成果1】

　小

昨

児生活習慣病の予防に

年

ついては、各学校で学

度

校保健行動計画を作成

よ

し、PDCAサイクル

り

を実施しており、引き

0

続き、学校と連携

して

.

取り組んでいく。また

6

、健診の周知やリスク

ポ

の高い児童への受診勧

イ

奨で受診者数を増やし

ン

、生活習慣病の早期発

ト

見・早期介入

で予防に

増

取り組んでいく。

【活

加

動１】

　「あだち食の

し

スタンダード」の３つ

た

の実践力（『１日３食

。

野菜を食べるなど望ま

新

しい食習慣を身につけ

型

る』『栄養バランスの

コ

良

い食事を選択できる

ロ

』『簡単な料理を作る

ナ

ことができる』）の定

感

着に向けて、家庭科授

染

業の調理実習などにつ

症

いて、引き続き小中

学

５

校と連携して取り組ん

類

でいく。

【成果２】

　

へ

衛生部と連携した保健

の

センターによる出前教

移

室や歯と口の健康優良

行

児表彰または新たな啓

後

発について検討し、家

、

庭での歯みがき

習慣が

色

定着していくよう取り

々

組んでいく。

【活動２

な

】

　新型コロナウイル

活

ス５類移行後も、飛沫

動

等による各種感染罹患

の

への不安があるため、

再

各学校の工夫した取組

開

み実績を各学校へ情

報

な

共有し、各学校の状況

ど

に応じた取組みを促し

が

ていく。

【成果３】

　

影

５月の「いじめ早期発

響

見・防止研修」におい

し

て、各校から１名が受

て

講し、いじめの早期発

い

見及び防止に関する理

る

解を深める。事

例を基

と

に対応等を検討するこ

思

とで、いじめを許さな

わ

い学校づくりを推進す

れ

るためのマネジメント

る

力を身に付ける。また

。

、受講者が

研修内容を

自

校内研修会で各校に還

身

元し、いじめの早期発

の

見・早期改善につなげ

4

健

るなど、いじめ対策の

康

さらなる充実を図る。

を

区内小中学校における

振

「児童・生徒主体のい

り

じめ予防の取組」につ

返

いて、効果的な取組を

る

区内小中学校へ共有し

機

、いじめ予防の取

組を

会

推進する。ふれあい月

を

間を中心に、児童・生

 

作

徒主体のいじめの未然

っ

防止、早期発見・早期

て

対応につながる具体的

、

な取組を推進

するよう

朝

各学校に依頼する。

【

食

活動３】

　研修を受講

欠

した教員は、得た知識

食

を基に学校内で対応策

や

を検討し、より現場に

運

即した実践的な対応方

担

動

法を学んだ。そのため

不

、研

修の効果は非常に

足

高いと考えている。今

よ

年度は、さらに深い理

る

解を促進するために、

リ

北朝鮮による拉致被害

ス

者家族連絡会の代表を

ク

お招きし、研修を実施

を

する予定である。

知

当

るとともに、養護教諭

部

と連携して健診後の指

に

導をして健康な生活習

お

慣を維持することも必

け

要である。

【活動１】

る

　昨年度よりも２ポイ

評

ント減少した。新型コ

価

ロナ感染症の影響で調

（

理の基礎を学ぶ小学校

部

での調理実習ができな

長

かったことの影響

が続

評

いていると中学校から

価

も報告があった。

【成

－

果２】

　むし歯のある

１

児童・生徒の割合は、

次

昨年度より2.3ポイ

評

ント減少し、目標を達

価

成した。近年減少傾向

）

ではあるものの、都平

そ

均を

上回っている状況

の

は変わらない（令和5

１

年度都平均　小学校：

1

28.7％　中学校：

)

26.9％）

【活動２

施

】

　給食後の歯みがき

策

を毎日・全学年実施す

の

る小学校の割合は、昨

達

年度より大幅に改善し

成

たが、目標値には達成

状

しなかった。飛沫等

に

況

よる各種感染リスクへ

と

の不安から、再開が進

そ

まない状況である。

【

の

成果３】

　令和５年度

原

と比較して、肯定的な

因

回答をした児童・生徒

の

の割合は小学校でも中

分

学校でも微減している

析

。（小学校：Ｒ５　９

【

６．

５％→Ｒ６　９６

成

．４％、中学校：Ｒ５

果

　９５．７％→Ｒ６　

１

９５．５％）９０％以

】

上が肯定的な回答をし

　

ている要因は、「児童

小

・生徒主体のいじめ予

児

防の取組」の推進、全

生

校デジタル化で実施す

活

る年３回（６月・１１

習

月・２月）の「いじめ

慣

に関するアンケー

ト調

病

査」の実施、及び各校

予

が毎月開催する「学校

防

いじめ防止対策委員会

健

」で認定した、いじめ

診

をまとめた一覧表を基

に

に、早期発見

・早期改

お

善へつなげるなど、多

け

角的な取組の結果が成

る

果へと結び付いている

「

と考える。４％程度の

管

否定的な回答をしてい

理

る児童・

生徒の実態に

不

ついても把握し、改善

要

につなげていく。

【活

」

動３】

　全ての小・中

と

学校が人権教育研修会

「

に参加した。複数名が

正

参加した学校もあり、

常

３回の研修会を通じて

」

合計375名が受講し

の

た。

新たな取り組みと

割

して、東京都人権啓発

合

センターの専門員をお

は

招きし、フィールドワ

7

ークを取り入れた研修

5

を実施し、教員の人権

.

意識のさらなる向上に

9

寄与したと考えられる

％

。

2)達成状況と原因

で

分析を踏まえた今後の
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童・生徒の褒賞事業 学校支援課4017 3,353 10,331 13,684 現状維持 Ａ

中学校特別大会等助成事業 学校支援課4021 20,506 6,887 27,393 現状維持 Ｂ

小学校特別大会等助成事業 学校支援課4029 1,439 1,722 3,161 現状維持 Ｂ

小学校自然教室事業 学務課4084 139,031 8,609 147,640 現状維持 Ｂ

中学校自然教室事業 学務課4086 118,962 8,609 127,571 現状維持 Ｂ

校外施設管理運営事業 学務課4087 234,518 8,609 243,127 改善・変更 Ｂ

小学校保健指導事業 学務課4091 137,139 3,444 140,583 現状維持 Ａ

小学校健康管理事業 学務課4092 62,371 17,079 79,450 現状維持 Ａ

中学校保健指導事業 学務課4095 71,291 3,444 74,735 現状維持 Ａ

中学校健康管理事業 学務課4096 54,086 17,079 71,165 現状維持 Ａ

小学校給食業務運営事業 学務課4100 3,524,344 34,436 3,558,780 現状維持 Ａ

中学校給食業務運営事業 学務課4102 1,742,613 25,827 1,768,440 現状維持 Ａ

小学校給食調理室改修事業 学務課10703 144,937 5,937 150,874 現状維持 Ｂ

中学校給食調理室改修事業 学務課10723 60,247 5,937 66,184 現状維持 Ｂ

学童保育室維持補修事務 学童保育課23839 7,745 17,218 24,963 現状維持 Ａ

校外施設の整

3

備事業 学務課2391

)

1 3,200 2,06

施

6 5,266 現状維持

施

Ｂ

合計１６事業 6,3

策

25,782 177,

の

234 6,503,0

手

16

段として位置付け
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施

やす

い授業に結びつけ

策

ていく。

■ 児童・生

の

徒が、情報収集や考え

概

の整理、意見発表など

要

の道具としてタブレッ

柱

ト端末を活用できるよ

立

うにするため
方　　　

て

針
、調べ学習やグルー

5

プ学習など、日常の授

【

業における児童・生徒

ひ

用タブレット端末の活

と

用頻度を高めていく。

】

担 当 課 名 学力定着推進

自

課（取りまとめ）、学

己

校ICT推進課、子ど

肯

も施設指導・支援課

電

定

話 番 号 03-3880

感

-6717 E-mai

を

l gaku-tei@

持

city.adach

ち

i.tokyo.jp

、

　学力の定着・向上に

生

向けて、教育委員会各

き

課と各学校が協働して

抜

取り組んでいる。具体

く

的には、基礎学力定着

力

に関

する教育施策の充

を

実（学力定着推進課）

備

、キャリア教育や調べ

え

学習の充実（教育指導

た

課）、ICTを活用し

人

た教育施策

の充実（学

施

校ICT推進課）等、

策

これら全てが総合的に

群

学力の定着・向上に繋

名

がる取組である。また

1

、学力定着に関す

協働

家

・協創 る総合調査の実

庭

施や委託による補習事

・

業、教員のICT活用

地

力向上のための研修等

域

で、民間教育事業者と

と

も幅広く協働

の 取 組 み

連

している。

１　貧困を

携

なくそう【＊目標に直

し

結】、４　質の高い教

、

育をみんなに【ターゲ

子

ット：4.1、4.2

ど

、4.6】

【関連する

も

理由】就学前から義務

の

教育期までの取組にお

学

いては、十分に研修等

び

の機会を設けて指導者

を

のスキル向上を
ＳＤＧ

支

ｓが
図りつつ、ICT

え

環境を活用しながら質

育

の高い教育を児童・生

む

徒に提供し、最低限の

施

基礎学力の保障と将来

策

の進路選択
目指す目標

名

の幅を広げることで、

1

貧困の連鎖の解消に繋

.

がっていくと考えられ

2

る。
（ターゲッ

【評価

確

】基本的生活習慣（挨

か

拶・姿勢・話を聞く）

な

の「できる」の数値は

学

高水準を維持している

力

。就学前に身につけ
ト

の

）との関
たこれらの習

定

慣が学びの基礎となり

着

、小・中学校での取組

に

をとおして基礎学力の

向

定着に繋がっているこ

け

とが「全国学
連及び評

た

価
力・学習状況調査」

就

における国との正答率

学

の比較から見てとれる

前

。今後も「教員の授業

か

力向上」と「個に応じ

ら

た学習

の充実」に向け

義

た取組みを進める中で

務

、様々な場面でICT

教

を有効活用しながら、

育

質の高い教育を目指し

期

ていく。

備　　　考

までの取組み

■ 保育者等の指導力の向上により、子どもたちの学びの基礎づくりを推進する。

■ 「わかる授業」「魅力ある授業」づくりを推進し、児童・生徒の学力の向上を図る。

■ 児童・生徒用タブレット端末の活用頻度を上げ、協働的な学びを実現し、自分の意見を述べ、他者の意見を聴き

施策の方向 、協力して問題の発見や解決に挑む力を育成する。

( 目 標 )

■ 小学校入学時に身についていることが望ましい基本的生活習慣（挨拶や返事、姿勢保持、話を聞く）が身につい

ている区内新小学１年生の割合は約９割である。

■ 「全国学力・学習状況調査」平均正答率の全国平均との比較では、小学校は教科によっては上回り、中学校は未

だに下回ってはいるものの差は縮小傾向である。
現　　　状

■ 児童・生徒一人一台のタブレット端末の配備が完了し、授業をはじめ様々な場面で活用できる環境が整備された

。さらに、家庭への持ち帰りが進み、学校・家庭での活用の機会が増加している。

■ 小学校入学時の基本的生活習慣の定着等、現在の乳幼児の教育・保育の水準を維持・向上させるため、幼保小連

携を含めた研修を通じ、保育者等の指導力を一定水準以上に保っていく必要がある。

■ 若手教員が多く配置されている当区の実状を踏まえ、教員一人ひと

足

りの授業力向上の取組

立

みを進め、学習内容の

区

確実な定着を図ってい

　

く必要がある。

■ 児

令

童・生徒一人一台のタ

和

ブレット端末を授業等

７

で有効活用し、従来の

年

「個に応じた指導」と

度

ともに、「協働的な
課

施

　　　題
学び（＝子ど

策

もたちが相互に学び合

評

い、教え合いながら、

価

様々な人たちと協力し

調

て課題に取り組む学習

書

）」を実現さ

せ、学力

(

の向上につなげていく

令

必要がある。

■ 乳幼

和

児の教育・保育や幼保

６

小連携などに関する研

年

修を通じ、保育者等の

度

指導力を向上させ、小

事

学校教育への滑ら

かな

業

移行につなげていく。

実

■ 教科指導専門員に

施

よる巡回指導等により

)

、教員の授業力を高め

1

、足立スタンダードに

 

基づく魅力的でわかり
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0 -
(4)

実　績　値 88.2 87.7 87.9 87.7 R6 90

達　成　率 98% 98% 97% 97% 98% 98% 97% 97% -

指標名 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「自分から積極的に発言、意見を出し合うことができたと思う」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 73 75 75 80 -
(5)

実　績　値 74.3 74.3 75.1 76.1 R6 80

達　成　率 102% 93% 99% 93% 100% 94% 95% 95% -

指標名 協働的な学習の中で児童・生徒にプレゼン機能を活用させた教員の割合

定義等 協働的な学習の中で児童にプレゼン機能を活用させた教員の割合（小学校）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 55 60 60 70 -
(6)

実　績　値 34.3 48.2 63.2 67.7 R6 70

達　成　率 62% 49% 80% 69% 105% 90% 97% 97% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 708,930 1,149,850 7,349,464 3,387,236

人件費 2,018,745 2,082,737 2,243,163 2,692,619

総事業費 2,727,675 3,232,587 9,592,627 6,079,855

前年比(金額) 244,941 504,912 6,360,040 △3,512,772

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 基本的生活習慣が身についている小学１年生の割合

定義等 基本的生活習慣の挨拶・姿勢・話を聞くの指標測定値の平均値【令和元年度から定義・目標値変更】
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 -
(1)

実　績　値 86.9 87.8 89.8 86.9 R6 90

達　成　率 97% 97% 98% 98% 100% 100% 97% 97% -

指標名 教育・保育力向上研修（年齢別運動遊び研修を含む）への参加職員数（保育士、幼稚園教諭等）

定義等 年齢別運動遊び研修含む参加職員数の延べ人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2,100 2,100 2,100 2,100 -
(2)

実　績　値 2,318 2,840 2,097 2,252 R6 2,100

達　成　率 110% 110% 135% 135% 100% 100% 107% 107% -

指標名 「全国学力・学習状況調査」における国の正答率との差

定義等 小学６年生の国語における国の正答率と区の正答率の差
指

単　位 ポイント 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 2 5 3 5 -
(3)

実　績　値 4.5 1.5 0.7 -2 R6 5

達　成　率 104% 99% 95% 95% 97% 94% 90% 90% -

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした児童・生徒の割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で「学校の授業はわかる」に肯定的な回答をした小学生の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 9
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慣

えられる。

【指標５】

が

令和６年度において、

身

「足立区学力定着に関

に

する総合調査」で「グ

つ

ループ活動やペア活動

い

では自分から積極的に

て

発言し

たり、みんなで

い

意見を出し合うことが

る

できたと思う」に肯定

１

的な回答をした児童・

年

生徒の割合　小学校7

生

6.1％（目標値80

の

％、達成

率95.1％

割

、前回調査時75.1

合

％）、中学校67.9

は

％（目標値70％、達

8

成率97％、前回調査

6

時68.3％）小学校

．

においては目標値には

6

3.9

ポイント届かな

％

かったものの、前年度

で

比で＋1ポイントと対

あ

話による学びが進んで

り

おり、タブレット端末

、

が、授業や学習活動に

令

お

いてコミュニケーシ

和

ョンツールとしての活

５

用も一定程度寄与して

年

いると考えられる。一

度

方、中学校においては

と

前年度比－0.4ポイ

比

ントで目標値を下回っ

較

たものの、達成率97

し

％と概ね目標通りとな

微

っている。

【指標６】

減

令和６年度において、

で

協働的な学習の中で児

は

童・生徒にプレゼン機

あ

能を活用させた教員の

る

割合は、小学校67.

が

7％（目標

値70％、

、

達成率96.7％、前

概

回調査時63.2％）

ね

、中学校50.5％（

目

目標値60％、達成率

標

84.2％、前回調査

ど

時43.6％）と、小

お

学校は目標

値を若干下

り

回ったものの概ね目標

で

通りであった。中学校

あ

においては目標値を下

っ

回ったものの、昨年度

た

比で約7ポイント上が

。

ってい

る。しかしなが

小

ら約2/3の学校が基

学

準を上回っておらず、

校

学校間格差が大きいこ

教

とが目標値未達の一因

員

と考えられる。

2)達

と

成状況と原因分析を踏

4

就

まえた今後の方向性

【

学

子ども施設指導・支援

前

課】

基本的生活習慣の

施

定着率ついて、令和５

設

年度と比較すると微減

の

であったが、概ね目標

保

どおりであった。挨拶

育

や返事といった基本的

者

生活習慣の獲得は、乳

を

幼児期からの愛着の形

 

対

成が必要である。その

象

ため、園児と保育者等

に

との間に情緒的な結び

行

つきを築けるよう

、園

う

巡回を通して保育者の

接

指導・支援を行ってい

続

く。また、子どもたち

期

に必要な体験が実現で

教

きるように、教育・保

育

育者向けの研

修を実施

担

研

するだけでなく、幼保

修

小連携活動を推進し、

会

互いの教育・保育の理

に

解を深め、子どもの育

加

ちにつなげていく。

【

え

学力定着推進課】

「わ

、

かる授業」「魅力ある

保

授業」を児童・生徒に

育

届けるために、先進自

者

治体（秋田県大仙市）

当

に

への教員派遣事業で教

対

員が得た学び

や実践し

し

た内容を基に、ICT

て

活用の視点等を加えて

教

、令和６年度末に作成

育

した「足立スタンダー

・

ド虎の巻」を活用した

保

授業実践に

より、児童

育

・生徒主体の授業への

力

転換を図っていく。ま

部

向

た、児童・生徒一人ひ

上

とりの個に応じた学習

研

の充実の面では、AI

修

ドリル（

対象:小学1

を

年生～中学3年生）に

３

ついて、特定の学校を

１

対象に効果検証を実施

回

し、結果を全校へ展開

実

することでさらなる活

施

用を促

しつつ、効果的

に

し

な活用の場面や方法等

て

、好事例の横展開を図

い

りながら、確かな学力

る

の定着と学習意欲の向

こ

上につなげていく。

【

と

学校ICT推進課】

G

が

IGAスクール推進研

基

究校においては、コミ

本

ュニケーションツール

的

としての活用を含め様

お

生

々な学習場面や教科視

活

点での活用までを促

し

習

ていくとともに、研究

慣

校を中心とした実践事

の

例の横展開を図ってい

目

く。

また、これまでの

標

各種研修なども継続し

値

て実施しつつも、IC

に

T活用促進に向け、令

近

和７年度より教育DX

け

い

アドバイザー２名を新

割

たに

配置した。アドバ

合

イザーの知見を活かし

の

て、授業におけるIC

獲

Tの具体的な活用方法

得

から、学校一体となっ

に

た組織的なICT活用

つ

の推進

まで、各校が自

な

走できる体制を構築で

が

きるよう支援していく

る

っ

。

ている。

【指標２】

評

令和６年度も引き続き

価

、教育・保育力向上研

（

修に加え・教育・保育

部

課題研修（衛生管理等

長

）を対面型・集合研修

評

で実施

した。参加職員

価

数は研修参加目標の2

－

,100人に対して、

１

2,252人(区立園

次

1，080人、私立園

評

1,172人）の参加

価

となり、目標を大きく

）

上

回った。

【指標３】

そ

「全国学力・学習状況

の

調査」における国の正

１

答率との差は、小学６

1

年生の国語が-2.0

)

ポイント（目標値+5

施

ポイント、前

回調査時

策

は+0.7ポイント）

の

、算数が+1.0ポイ

達

ント（目標値+3ポイ

成

ント、前回調査時は+

状

1.3ポイント）、中

況

学３年生の国語が-0

と

.6ポ

イント（目標値

そ

+2ポイント、前回調

の

査時は-0.5ポイン

原

ト）、数学が-0.6

因

ポイント（目標値+1

の

ポイント、前回調査時

分

は-3ポイント）

とな

析

り、２教科ともに目標

【

値に届かなかった。算

指

数は国の正答率を上回

標

ることができたものの

１

、国語は国の正答率を

】

下回った。ま

た、中学

４

３年生は、２教科とも

月

に目標値及び国の正答

に

率をわずかに下回った

入

ものの、数学は令和５

学

年度と比較して大きく

し

改善した

。当区は若手

た

教員が多く配置されて

小

いるため、様々な手段

学

で若手教員の授業力向

校

上の支援を行っている

１

が、今後も人材育成に

年

注力

しながら「わかる

生

授業」につなげていく

の

必要がある。（施策評

児

価指標として、小学校

童

６年生は国語・算数、

を

中学３年生は国語・数

対

学を設定）

【指標４】

象

「足立区学力定着に関

に

する総合調査」で「学

行

校の授業はわかる」に

っ

肯定的な回答をした割

た

合は、小学校87.7

ア

％（目標値

90％、達

ン

成率97.4％、前回

ケ

調査時は87.9％）

ー

、中学生64.5％（

ト

目標値80％、達成率

で

80.6％、前回調査

は

時は66.5％）とな

、

った。

小・中学生とも

基

に目標値及び前回調査

本

を下回る結果となった

的

。コロナ禍により、十

生

分な教育活動が行えな

活

かったことによる影響

習

が

要因の一つとして考

- 7 -



られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

教育委員会運営事務 教育政策課4015 12,521 16,357 28,878 現状維持 Ａ

教育政策管理事務 教育政策課4016 365,472 199,475 564,947 改善・変更 Ｂ

学校支援管理事務 学校支援課4022 9,086 73,260 82,346 現状維持 Ｂ

小学校教育研究会等助成事業 学校支援課4028 13,927 2,583 16,510 現状維持 Ａ

中学校教育研究会等助成事業 学校支援課4032 14,043 2,583 16,626 現状維持 Ａ

幼児教育振興事業 子ども施設指導課4045 6,828 76,788 83,616 現状維持 Ａ

学校の指導事務 教育指導課4107 76,713 1,479,620 1,556,333 改善・変更 Ａ

学校教育充実事務 教育指導課4108 57,696 32,714 90,410 改善・変更 Ａ

学力向上対策推進事業 学力定着推進課4109 445,180 717,984 1,163,164 改善・変更 Ａ

教職員の研修事務 教育指導課4111 3,787 32,714 36,501 現状維持 Ｂ

学習支援ボランティア事業 教育政策課4129 16,174 1,722 17,896 現状維持 Ｂ

教科書採択事務 教育指導課21574 4,742 5,165 9,907 現状維持 Ａ

学校ＩＣＴ推進事業 学校ＩＣＴ推進課23065 2,351,254 51,568 2,402,822 改善・変更 Ａ

教育ＩＣＴ環境整備資金積立基金積立金 学校ＩＣＴ推進課23909 9,813 86 9,899 現状維持 Ａ

合計１４事業 3,387,236 2,692,6

3

19 6,079,85

)

5

施施策の手段として位置付け
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施

えた支援体制を構築す

策

る。
方　　　針

■　引

の

き続きＳＳＷが学校や

概

家庭への訪問を重ね、

要

学校や家庭との連携を

柱

強化することで、問題

立

の早期発見、解決に

　

て

努める。

担 当 課 名 こ・

5

支援管理課（取りまと

【

め）

電 話 番 号 03-3

ひ

852-2875 E-

と

mail kodomo

】

-sienkanri

自

@city.adac

己

hi.tokyo.j

肯

p

　就学相談や教育相

定

談、ＳＳＷによる支援

感

を行う際に、幼児・児

を

童・生徒の情報共有な

持

ど、保育園・こども園

ち

・学校

だけでなく、教

、

育指導課や学務課等の

生

関係各課と連携してい

き

る。

協働・協創
の 取 組

抜

み

【目標】4 質の高

く

い教育をみんなに【タ

力

ーゲット】4.5 教

を

育における男女格差を

備

なくし、脆弱層が教育

え

や職業訓練に

平等にア

た

クセスできるようにす

人

る。【評価】一人ひと

施

りのニーズに適した丁

策

寧な就学相談や教育相

群

談、ＳＳＷによる
ＳＤ

名

Ｇｓが
支援を行うこと

1

で、適正な就学及び不

家

登校の解決に繋げるこ

庭

とができた。
目指す目

・

標
（ターゲッ
ト）との

地

関
連及び評価

備　　　

域

考

と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.3 課題を抱える子どもの状況に応じた支援の充実

■　発達障がいを含む障がいのある児童・生徒に対して、一人ひとりのニーズに適した就学相談を行い、適切な就学

　先を決定していく。

■　学校と教育委員会が一体となった支援体制を構築し、不登校の未然防止に努めるとともに、不登校発生率の減少

施策の方向 　に取組む。

( 目 標 ) ■　スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）を軸に、学校や専門機関との連携を強化し、不登校の解決や改善につな

　げる。

■　発達面やコミュニケーション等に課題を抱える児童・生徒への支援のため、特別支援教室を全小・中学校へ導入

　したことで、就学相談件数が増加している。

■　不登校児童・生徒への支援を目的に、学校以外の教育機会の場の拡充を行っているが、不登校の発生率は全国的

　に増加しており、区においても増加傾向である。
現　　　状

■　ＳＳＷの学校や家庭への訪問及び支援活動を通して、ＳＳＷや福祉サービスの活用に対する学校の理解が深ま

　り、ニーズが顕在化したことで、訪問件数が増加している。

■　就学相談により就学先が決定した割合は高い実績で推移しているが、今後さらに就学相談件数が増えた場合も

　同様の水準を維持していく必要がある。

■　不登校児童・生徒数は増加しており、非常に高い伸びとなった。長期化する前の、早期の支援が

足

必要である。

■　家か

立

ら外出できない子ども

区

への支援が課題となっ

　

ており、引き続き学校

令

とＳＳＷが目的を共有

和

し、福祉事務所

　や、

７

医療機関などの専門機

年

関と協力して解決にあ

度

たる必要がある。
課　

施

　　題

■　申込のあっ

策

た就学相談全件に対し

評

て、必要な個別相談や

価

各種検査、行動観察を

調

確実に実施できる相談

書

体制を堅持

　し、引き

(

続き子どもたちの適切

令

な就学を支援していく

和

。

■　学校から毎月提

６

出される長期欠席児童

年

・生徒状況表による情

度

報収集とともに、特に

事

中学校の校内委員会に

業

教育委

　員会の職員（

実

スクールカウンセラー

施

、ＳＳＷ、常勤心理職

)

）が参加、協議する体

1

制をルール化し、本人

 

や家庭の状

　況を踏ま
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支援を行うＳＳＷ（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ）により不登校等が解決または改善した割合

定義等 改善した人数／関わった人数（スクールソーシャルワーカーは学校における児童生徒の福祉に関する支援に従事する）
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 32 35 38 40 -
(5)

実　績　値 39 36 34 35 R6 40

達　成　率 122% 98% 103% 90% 89% 85% 88% 88% -

指標名 ＳＳＷが相談を受けた人数（参考：H27年度SSW人数３人、R元年度14人、R2・3年度15人、R4・5年度18人、R6年度20人）

定義等 ＳＳＷが支援した人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 440 450 450 450 -
(6)

実　績　値 473 439 513 605 R6 450

達　成　率 108% 105% 98% 98% 114% 114% 134% 134% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 151,962 173,431 479,797 199,233

人件費 913,521 926,093 965,088 1,180,963

総事業費 1,065,483 1,099,524 1,444,885 1,380,196

前年比(金額) 38,272 34,041 345,361 △64,689

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 就学相談により、障がいがある等の特別な支援が必要な児童・生徒の就学先が決定した割合

定義等 終結件数／申し込み件数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 99 100 100 100 -
(1)

実　績　値 99 99 99 99 R6 100

達　成　率 100% 99% 99% 99% 99% 99% 99% 99% -

指標名 就学相談を実施した件数

定義等 就学相談の申し込み件数
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,220 1,200 1,220 -
(2)

実　績　値 1,218 1,136 1,198 1,279 R6 1,220

達　成　率 0% 100% 93% 93% 100% 98% 105% 105% -

指標名 不登校発生率（小学校）※低減目標

定義等 不登校児童数／児童の在籍数
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0.74 0.74 0.74 0.74 -
(3)

実　績　値 1.03 1.23 1.92 2.38 R6 0.74

達　成　率 72% 72% 60% 60% 39% 39% 31% 31% -

指標名 校内委員会において支援方法等を協議した延べ回数（参考：対象児童・生徒数1,600人）

定義等 校内委員会で支援方針について協議した児童・生徒の延べ人数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 6,000 6,000 6,000 6,000 -
(4)

実　績　値 5,576 5,580 5,632 7,545 R6 6,000

達　成　率 93% 93% 93% 93% 94% 94% 126% 126% -

指標名 家庭や生活環境も踏まえた不登校
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0

討する。また、教室に

0

入れない児童・生徒に

件

ついては、登校

サポー

を

ターやSSRを活用し

超

ながら、学ぶ機会や居

え

場所を確保する。さら

る

に、学びたいときに学

就

べる環境を整えるため

学

、オンライン

授業を学

相

校に促したり、区の施

談

策の充実、および区民

を

への周知を進める。

【

受

指標4】

　不登校児童

け

・生徒数が増加してい

て

るので、校内委員会の

い

限られた時間内で効率

る

的な情報共有と関係諸

が

機関との連携を進めて

、

いく

必要がある。SS

研

WやSCに積極的な連

修

携を図るよう指示する

を

とともに、好事例を共

実

有し、児童・生徒と家

施

庭の状況に応じた支援

す

を行

っていく。

【指標

る

5･6】

　統括SSW

こ

等によるSSWの活動

と

支援や人材育成を進め

に

、学校からの多くの相

よ

談に各SSWが的確に

り

対応できるように取り

就

組むことで、

改善率の

学

向上を図っていく。

相談員のスキルアップを図るとともに、学校や関係機関とも

4

連携して、一人ひとり

 

に応じた相談を行うこ

担

とで高

い完結率を維持

当

することができた。

【

部

指標3】

指標名： 不

に

登校発生率等（中学校

お

）※低減目標

定義等：

け

 不登校生徒数／生徒

る

の在籍数

目標値：令和

評

3年度4.33%　令

価

和4年度4.33%　

（

令和5年度4.33%

部

　令和6年度4.33

長

％

実績値：令和3年度

評

4.93%　令和4年

価

度5.77%　令和5

－

年度7.08%　令和

１

6年度8.79％

　小

次

・中学校102校中、

評

61校で増加し、学年

価

が上がるにつれ、不登

）

校児童・生徒数も増加

そ

している。特に、「学

の

校生活へのやる気

が出

１

ない」や「不安・抑う

1

つ」という相談（要因

)

）が小・中学校ともに

施

最も多く、不登校の約

策

３分の１の児童・生徒

の

が該当してい

る。

【指

達

標4】

　不登校児童・

成

生徒数の増加に伴って

状

、校内委員会で支援を

況

協議する延べ人数も増

と

加している。月１回程

そ

度の頻度で行われてい

の

る

校内委員会だが、対

原

象児童・生徒の人数が

因

増加すればするほど、

の

一人当たりに割ける協

分

議時間は減るため、一

析

人ひとりの実態に合

わ

【

せた支援を十分に検討

指

することが困難になっ

標

てきている。

【指標5

1

･6】（SSW人数：

･

R6年度20人）

　令

2

和６年度はSSWの定

】

数が２人増となり、相

　

対的にSSW一人当た

全

りの負担を減らすこと

小

ができた。各SSWの

・

学校訪問回数も増え、

中

依頼される件数が９０

学

件近く増加したことで

校

目標を達成した。改善

に

率は３５％前後で推移

特

しているが、主訴の５

別

０%以上を占める

不登

支

校について、改善に長

援

い時間を要するケース

教

が多いことの影響が大

室

きい。

2)達成状況と

の

原因分析を踏まえた今

設

後の方向性

【指標1･

置

2】

　引き続き就学相

が

談員のスキルアップを

完

図り、学校・関係機関

了

等と連携を進めながら

し

、速やかに相談を完結

た

し、適切な就学につな

令

げていく。また、必要

和

に応じて就学後も就学

３

相談員によるフォロー

年

を実施する。

【指標3

度

】

　未然防止とどこに

以

もつながっていない不

降

登校児童・生徒の減少

、

を目指す。当事者に向

毎

けた不登校に関するア

年

ンケートから要因を

分

1

析し、教室に入れない

,

状況を未然に防止する

1

取組を分析結果から検
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

外国人児童、生徒保護者負担軽減事務 子ども政策課3776 10,786 4,236 15,022 現状維持 Ｂ

特別支援教育事業 こ・支援管理課4124 21,547 156,788 178,335 改善・変更 Ａ

教育相談事業 こ・教育相談課18696 89,300 650,898 740,198 拡充 Ａ

こども支援センターげんき運営事務 こ・支援管理課18735 46,748 50,268 97,016 改善・変更 Ｂ

発達障がい児支援事業 こ・支援管理課21710 19,651 220,662 240,313 拡充 Ａ

就学相談事業 こ・支援管理課23518 4,662 81,239 85,901 改善・変更 Ａ

学齢児発達支援事業 こ・支援管理課23519 6,539 16,872 23,411 改善・変更 Ａ

合計７事業 199,233 1,180,963 1,380,196

3)施施策の手段として位置付け
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施

の改築工事及び保全工

策

事を計画的に実施する

の

。

■　児童・生徒の教

概

育環境及び災害時の避

要

難所機能向上のため、

柱

計画的な施設整備を実

立

施する。

■　令和７年

て

度に改定する適正規模

5

・適正配置ガイドライ

【

ンに基づき、対象地区

ひ

の個別実施計画の策定

と

を進める。

■　既存の

】

開かれた学校づくり協

自

議会のさらなる活動を

己

支援し、家庭、地域の

肯

方々がより深く学校運

定

営に参画する　
方　　

感

　針
　「コミュニティ

を

・スクール」（学校運

持

営協議会）の設置を進

ち

める。

担 当 課 名 学校施

、

設管理課（取りまとめ

生

）

電 話 番 号 03-38

き

80-5965 E-m

抜

ail g-shise

く

tsukanri@c

力

ity.adachi

を

.tokyo.jp

　

備

学校施設の改修・改築

え

時においては開かれた

た

学校づくり協議会やま

人

ちづくり協議会をはじ

施

めとした地域組織や学

策

校

と意見交換を行い、

群

快適に学べる教育施設

名

の整備の実現に向けて

1

連携をしている。また

家

、庁内においても他の

庭

教育施

策との連携・調

・

整を図りながら、学校

地

施設の更新及び適正配

域

置事業を教育委員会全

と

体の課題として取り組

連

んでいる。

協働・協創

携

の 取 組 み

【目標】４　

し

すべての人に包摂的か

、

つ公正な質の高い教育

子

を確保し、生涯学習の

ど

機会を促進する。

【タ

も

ーゲット】４.ａ　子

の

ども、障害及びジェン

学

ダーに配慮した教育施

び

設を構築・改良し、す

を

べての人々に安全で非

支

ＳＤＧｓが
暴力的、包

え

摂的、効果的な学習環

育

境を提供できるように

む

する。
目指す目標

【関

施

連する理由】教育施設

策

の維持・更新および学

名

校運営に関する協議会

1

等の実施により、教育

.

環境等の整備・充実に

4

（ターゲッ
寄与する。

安

ト）との関
【評価】学

全

校施設の各種改修を実

・

施するとともに、学校

快

運営の協議会を支援す

適

ることにより、教育環

に

境等の向上の推
連及び

学

評価
進を図った。

　施

べ

策指標５は、開かれた

る

学校づくり協議会が機

教

能していることや負担

育

や責任への不安から設

施

置を躊躇している学校

設

備　　　考 が多いため

の

、令和６年度に目標値

整

（R6）を15校に修

備

正。施策指標６は、委

と

員の高齢化・多忙化や

学

教員の働き方改革に

よ

校

り、会議の効率化が求

運

められ、環境が大きく

営

変化したため、令和６

の

年度に目標値（R6）

充

を1,000回に修正

実

。

■　改築と既存校の保全工事を連携させた施設更新により、学校施設の長寿命化を推進する。

■　学校の設備更新を計画的に実施し、教育環境の改善及び安全対策を推進する。

■　学校規模の適正化を進めることで、教育環境の向上を図る。

施策の方向 ■　開かれた学校づくり協議会の活動のさらなる発展に取組み、コミュニティ・スクールの設置拡大を図ることで、

( 目 標 ) 　学校、家庭、地域が共に特色ある学校づくりを推進する。

■　昭和４０年前後に児童・生徒が急増し、学校建設が集中したことから、施設更新時期を迎えた古い学校が多く

　なっている。

■　学校施設は災害時の避難所としての側面を有するため、教育環境と防災機能の両面からの整備を行っている。

■　児童・生徒数は、昭和５４年度の９７，８６９人をピークに減少し続けており、学校によっては適正規模を下回
現　　　状

り、クラス替えができず、人間関係が固定化してしまう、集団で行う部活動や行事の教育効果が下がってしまうなど

の課題が生じている。

■　区内の全小・中学校には、学校関係者、保護者、地域住民などが参画して、開かれた学校づくり協議会が設置さ

　れ、機能している。

■　改築時期の集中による費用負担の平準化を図るため、各施設の状況把握に基づく優先順位付

足

けを行う必要が

　ある

立

。

■　自然災害に備え

区

、換気対策の充実やセ

　

ンサー型水栓など感染

令

症対策にも配慮した避

和

難所機能向上を目的と

７

した施

　設整備が必要

年

である。

■　学校の適

度

正規模・適正配置は、

施

特定の小規模校だけで

策

はなく、周辺校を含め

評

たエリア全体を一体的

価

に考えて進め
課　　　

調

題
　ていく必要がある

書

。

■　山積する教育課

(

題を解決し、学校の安

令

定的な運営を支えるた

和

めには、学校と家庭、

６

地域、行政が相互に連

年

携・協

　働して教育活

度

動の充実に努めていく

事

必要がある。

■　莫大

業

な学校施設更新費用の

実

平準化及び災害時の避

施

難所としての活用を考

)

慮して策定した保全・

1

更新計画に基づ　

　き

 

、長寿命化を図るため
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設置校数

定義等 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの設置校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 14 14 15 15 -
(5)

実　績　値 13 13 13 13 R6 15

達　成　率 93% 87% 93% 87% 87% 87% 87% 87% -

指標名 開かれた学校づくり協議会の実施総数

定義等 全小中学校に設置されている開かれた学校づくり協議会の協議会並びに部会、授業診断・学校評価の実施総数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 1,530 1,530 1,530 1,000 -
(6)

実　績　値 626 948 951 1,052 R6 1,000

達　成　率 41% 63% 62% 95% 62% 95% 105% 105% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 39,799,946 24,492,867 13,984,894 25,980,482

人件費 820,181 738,313 739,527 785,050

総事業費 40,620,127 25,231,180 14,724,421 26,765,532

前年比(金額) 22,943,339 △15,388,947 △10,506,759 12,041,111

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 改築・大規模改修工事が完了した学校数

定義等 平成29年～令和6年度の改築・大規模改修工事予定校22校のうち改築・大規模改修工事が完了した学校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 16 17 19 22 -
(1)

実　績　値 15 18 19 22 R6 22

達　成　率 94% 68% 106% 82% 100% 86% 100% 100% -

指標名 改修計画工事が完了した学校の割合

定義等 トイレ改修、教室照明ＬＥＤ化、ガラス改修計画、学校毎の改修対象工事が全て完了した学校の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 24 44 63 70 -
(2)

実　績　値 21 39 59 66 R6 70

達　成　率 88% 30% 89% 56% 94% 84% 94% 94% -

指標名 全小・中学校に占める「適正規模校」の割合

定義等 適正規模校（小学校：12～24学級、児童数340～760人／中学校：12～24学級、生徒数370～840人）割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 63 64 64 66 -
(3)

実　績　値 59 59 59 57 R6 66

達　成　率 94% 89% 92% 89% 92% 89% 86% 86% -

指標名 統合した学校数

定義等 平成27年度から令和7年度までに統合をする学校数
指

単　位 校 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 6 8 10 10 -
(4)

実　績　値 6 8 10 10 R6 10

達　成　率 100% 60% 100% 80% 100% 100% 100% 100% -

指標名 開かれた学校づくり協議会型コミュニティ・スクールの
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つ

いく。

【指標２】各種

い

改修計画は、児童・生

て

徒が安全・快適に学べ

、

る学校施設として整備

予

するために、計画的に

定

実施していく必要があ

通

る

。全国的な技術者不

り

足等の外部要因により

完

、工事実施時期を見直

了

さなければならない場

す

合もあり、計画の遅れ

る

は最小限で留められ

る

こ

ように、関係所管と連

と

携して、円滑に実施し

が

ていく。

【指標３】引

で

き続き、児童・生徒数

き

等の動向を注視しなが

た

ら、令和7年度に策定

。

する同ガイドラインに

【

基づいて適正規模・適

指

正配

置事業を着実に進

標

めていくとともに、目

２

標値の設定についても

】

、同ガイドラインの方

ト

針を踏まえ見直してい

イ

く。

【指標４】統合す

レ

る学校数については、

改

令和７年度の適正規模

修

・適正配置ガイドライ

に

ンの改定に合わせて、

つ

統合に取り組む地区の

い

選定や実施計画策定を

て

進め、適正規模・適正

は

配置の実現に向けた取

、

り組みを進めていく。

令

【指標５】国では、コ

和

ミュニティ・スクール

４

（以下、ＣＳ）設置を

年

努力義務としている。

度

足立区では、足立区版

ま

ＣＳ「開かれた学

校づ

で

くり協議会型ＣＳ」の

に

設置拡大を目指してい

す

るが、ＣＳ化に伴う負

で

担などから設置に踏み

に

出せない開かれた学校

完

づくり協議会

（以下、

了

協議会）が多い。今後

し

は、国の動向を注視し

て

つつ、設置に興味を示

い

している協議会をＣＳ

る

会長意見交換会に招く

。

など、Ｃ

Ｓの知見も活

ガ

用しながらＣＳの理解

ラ

を深め、設置を促して

ス

いく。

【指標６】それ

改

ぞれの協議会による活

修

動量の差が見られる。

計

協議会のあり方も含め

画

、活動内容等を模索し

4

対

ていることもあり、協

象

議

会同士で意見交換や

１

活動事例の紹介が行え

校

る場を提供した。継続

に

して意見交換や活動事

つ

例を紹介しあえる場を

い

提供するとともに、

協

て

議会活動の活性化を支

は

援し、家庭・学校・地

、

域による開かれた学校

 

予

づくりを支援していく

定

。

通り完了し

た。教

担

室照明LED化工事計

当

画対象１１校のうち、

部

８校は完了したが、残

に

り３校については、大

お

規模改修計画に合わせ

け

て実施する計

画へ変更

る

したため、完了は次年

評

度以降の見込みとなっ

価

た。

【指標３】小学校

（

２校が適正規模の基準

部

を下回り、全小中学校

長

に占める適正規模校の

評

割合が56.9％（前

価

年度比1.9ポイント

－

減）と

なったため、目

１

標値に9.1ポイント

次

届かず達成できなかっ

評

た。目標未達の要因と

価

しては、区内児童・生

）

徒数の減少や区立校以

そ

外の

通学割合が増加し

の

ているほか、平成２９

１

年度に策定した「区立

1

小・中学校の適正規模

)

・適正配置ガイドライ

施

ン」の目標値と現状に

策

大きな乖離が生じてい

の

ることも、その一つと

達

考えられる。

【指標４

成

】統合する学校数につ

状

いて、平成29年度ま

況

でに江北地区、鹿浜地

と

区の６校の統合を実施

そ

している。令和４年度

の

に、江北地

区の小学校

原

２校の統合を実施した

因

。令和５年度には、鹿

の

浜地区の小学校２校の

分

統合を完了し目標を達

析

成した。

【指標５】令

【

和４年度以降設置校は

指

増えていない。主な理

標

由としては「現状の開

１

かれた学校づくり協議

】

会が充分機能している

令

」「

設置に向けた負担

和

感や不安感」が挙げら

６

れている。

【指標６】

年

協議会平均開催数は、

度

小学校3.8回、中学

完

校3.7回であった（

了

小中一貫校は中学校に

予

含む）。家庭教育等各

定

部会は、小学

校315

で

回、中学校106回。

あ

授業診断は、小学校9

っ

8回、中学校39回で

た

あった。前年度に比べ

中

てると家庭教育等各部

学

会の開催数が伸びた

た

校

め、目標を上回った。

１

活動を徐々に再開して

校

いることが、各部会等

の

の開催回数の増につな

改

がった要因と考える。

築

2)達成状況と原因分

及

析を踏まえた今後の方

び

向性

【指標１】改築・

小

大規模改修工事につい

学

ては、令和３年３月策

校

定の「学校施設の個別

２

計画（長寿命型改修計

校

画）」に基づき計画的

の

に実施を進めていく。

大

今後、個別計画の見直

規

しや、他施策等との兼

模

合いにより工事実施時

改

期の見直しが必要とな

修

った際には、学校

運営

工

に支障が生じないよう

事

、学校や関係所管と連

に

携し、柔軟に対応して
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３４事業 25,980,482 785,050 26,765,532

3)施施策の手段として位置付け

- 16 -



小学 事

,

1 現状維持 Ｂ

中学校災

1

害共済給付事業 学務課

2

4097 11,415

6

6,284 17,69

3

9 現状維持 Ｂ

中学校環

3

境衛生事業 学務課40

,

98 5,573 2,9

6

79 8,552 現状維

6

持 Ｂ

学校安全衛生委員

1

会運営事務 学校支援課

業

現

4113 8,664 1

状

2,914 21,57

維

8 現状維持 Ｂ

教職員の

持

被服貸与事務 学校支援

Ａ

課4114 548 86

小

1 1,409 現状維持

学

Ｂ

健康管理事務 学校支

校

援課4115 64,1

用

11 14,205 78

務

,316 現状維持 Ａ

学

学

委

校適正配置推進事業 学

託

校支援課4839 38

事

2 25,827 26,

業

209 現状維持 Ａ

小学

学

校施設の保全事業 学校

校

施設管理課5014 4

支

,489,487 17

援

5,881 4,665

課

,368 現状維持 Ａ

中

4

学校施設の保全事業 学

校

0

校施設管理課5018

3

2,947,183 1

1

09,592 3,05

7

6,775 現状維持 Ａ

7

教職員人事・給与支給

7

管理事務（予算に紐付

,

かない） 教育指導課2

3

1489 0 68,87

5

2 68,872 現状維

3

持 Ａ

学校検査事務 学校

支

1

支援課21491 0 1

1

2,053 12,05

,

3 現状維持 Ａ

学校図書

1

館地域開放事業 青少年

2

課22991 19,8

3

02 9,814 29,

7

616 拡充 Ａ

合計３４

8

事業 25,980,4

8

82 785,050 2

,

6,765,532

援

476 改善・変更

別紙

3)施策の

Ａ

手段として位置付けら

中

れる事務事業の評価結

課

学

果
事務事業 施策への

事

校

務事業名 事業費 人件費

用

総事業費 課長評価 担当

務

課コ ー ド 貢献度

委託事業 学校

4

支援課4035 396

0

,288 11,123

1

407,411 改善・

校9

変更 Ａ

小学校公共料金

9

管理事業 学校支援課4

9

039 1,064,0

8

36 4,305 1,0

2

68,341 現状維持

,

Ａ

小学校運営管理事業

5

学校支援課4040 9

8

31,659 17,2

3

08 948,867 現

3

状維持 Ａ

中学校公共料

周 ,

金管理事業 学校支援課

5

4041 606,30

8

9 2,497 608,

1

806 現状維持 Ａ

中学

拡

校運営管理事業 学校支

充

援課4042 384,

Ｂ

582 7,411 39

中

1,993 現状維持 Ａ

学

第四中学校夜間学級運

校

営管理事業 学校支援課

年

周

4043 2,380 8

年

6 2,466 現状維持

行

Ｂ

学校運営協議会推進

事

事業 青少年課4048

等

5,595 5,165

指

10,760 拡充 Ａ

学

導

校施設管理事務 学校施

事

設管理課4053 36

業

,511 34,006

学

70,517 現状維持

行

校

Ｂ

学校教育関係施設改

支

修事業 学校施設管理課

援

4054 492,13

課

1 17,218 509

4

,349 現状維持 Ｂ

小

0

学校施設の設備管理事

2

業 学校施設管理課40

0

56 216,995 1

6

0,262 227,2

0

57 現状維持 Ａ

小学校

事

0

施設の維持補修事業 学

8

校施設管理課4057

6

237,564 9,4

1

70 247,034 現

1

状維持 Ａ

中学校施設の

,

設備管理事業 学校施設

4

管理課4061 110

6

,500 10,262

1

120,762 現状維

拡

持 Ａ

中学校施設の維持

等

充

補修事業 学校施設管理

Ｂ

課4062 109,0

開

30 11,192 12

か

0,222 現状維持 Ａ

れ

義務教育施設建設資金

た

積立基金積立金 学校施

学

設管理課4070 6,

校

109,292 861

づ

6,110,153 現

く

状維持 Ａ

区立小学校の

指

り

改築事業 学校施設管理

推

課4072 1,454

進

,037 40,032

事

1,494,069 現

業

状維持 Ａ

区立中学校の

青

改築事業 学校施設管理

少

課4073 5,301

年

,384 50,363

課

5,351,747 縮

4

小 Ａ

就学事務事業 学務

導

0

課4074 133,9

2

87 81,351 21

4

5,338 拡充 Ａ

小学

2

校災害共済給付事業 学

4

務課4093 25,3

,

99 6,284 31,

5

683 現状維持 Ｂ

小学

3

校環境衛生事業 学務課

5

4094 12,152

9

2,979 15,13
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

n@city.ada

策

chi.tokyo.

の

jp

　子どもがたくま

概

しく生き抜く力を育む

要

ための事業を区内大学

柱

と協働協創して実施し

立

ていく。

　区内都立高

て

校や東京都生涯学習課

5

、ユースソーシャルワ

【

ーカー等との連携によ

ひ

り、高校生の中退防止

と

を図り、卒業

協働・協

】

創 後の進路実現に向け

自

た支援を行う。

の 取 組

己

み

【目標】4 質の高

肯

い教育をみんなに【タ

定

ーゲット】4.3 高

感

等教育に平等にアクセ

を

スできるようにする。

持

【関連する理

由】行政

ち

評価を実施し、業務を

、

改善することが、区民

生

に対する説明責任を果

き

たすことにつながる。

抜

【評価】わかりや
ＳＤ

く

Ｇｓが
すい指標を用い

力

たことで、効果が明確

を

になった。
目指す目標

備

（ターゲッ
ト）との関

え

連及び評価

備　　　考

た人

施 策 群 名 1 家庭・地域と連携し、子どもの学びを支え育む

施 策 名 1.5 子ども・若者がたくましく生き抜く力を育むための成長支援

■　子どもたちが自己肯定感を持ち、これからも夢を育みチャレンジすることができるように、異世代との交流や

　様々な経験・体験の場、機会を拡大する。

■　高校中途退学者、高校を卒業したものの無業や不安定就労にある人、青年期・成人期で課題を抱える若年者に対

施策の方向 　して、社会人・職業人への円滑な移行を支援するために、国や東京都、地域や各団体との連携を強化していく。

( 目 標 )

■　核家族化や地縁的なつながりの希薄化により、乳幼児期からの生活リズムの乱れなど家庭での教育力の低下が懸

　念されていることから、保育園や幼稚園等と連携して「早寝・早起き・朝ごはん」の取組みを進めている。

■　集団宿泊的行事として実施している小・中学校自然教室では、豊かな自然や文化に触れる様々な体験活動を行っ

　ている。
現　　　状

■　大学との連携事業等による多様な経験・体験の機会を提供している。

■　区内の都立高校の中途退学者数は減少傾向にあるが、依然として多い状況である。

■　多様な経験・体験の場をさらに充実させるために、子どもたちの成長段階に応じた体験活動の機会を増やしてい

　く必要がある。

■　高校中途退学者や無業の若年者の情報は区で集約することが難しく、そうした若者の実態把握と支援策

足

を構築す

　る必要があ

立

る。

課　　　題

■　自

区

然教室や大学生との交

　

流等を通じて、様々な

令

経験・体験をすること

和

により、子どもたちが

７

新しいことにチャレ

　

年

ンジするきっかけをつ

度

くっていく。

■　「居

施

場所を兼ねた学習支援

策

」に登録している中学

評

生が高校に進学した後

価

も、東京都のユースソ

調

ーシャルワーカー

　等

書

と連携しながら、高校

(

中途退学の防止や中途

令

退学後の支援を行って

和

いく。

■　高校中途退

６

学の予防、進路未決定

年

者の発生防止のため、

度

区の教育委員会や中学

事

、高校、東京都との連

業

携を強化す
方　　　針

実

　る。

担 当 課 名 青少年

施

課（取りまとめ）

電 話

)

番 号 03-3880-

1

5264 E-mai

 

l seishoune

- 19 -



ている高校生のうち高校を中途退学した人の割合※低減目標
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 0 0 0 -
(4)

実　績　値 1.6 3.9 3.9 1.4 R6 0

達　成　率 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生等の数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 130 130 90 -
(5)

実　績　値 129 133 128 147 R6 90

達　成　率 0% 143% 102% 148% 98% 142% 163% 163% -

指標名 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の開催回数

定義等 高校中途退学に関わる中学校・高等学校接続会議の年間開催回数
指

単　位 回 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 3 3 3 -
(6)

実　績　値 1 3 2 2 R6 3

達　成　率 33% 33% 100% 100% 67% 67% 67% 67% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 1,140,370 1,483,599 1,127,766 1,192,201

人件費 263,443 253,166 244,044 302,682

総事業費 1,403,813 1,736,765 1,371,810 1,494,883

前年比(金額) 380,515 332,952 △364,955 123,073

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合

定義等 「足立区学力定着に関する総合調査」で、「自分には良いところがあると思う」に肯定的な回答をした割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - - - 72 -
(1)

実　績　値 71.6 72.8 75 76.4 R6 72

達　成　率 0% 99% 0% 101% 0% 104% 106% 106% -

指標名 大学連携による体験活動後に「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合

定義等 大学連携事業の参加者に占める「新しいことを知ったりチャレンジしたい」と回答した子どもの割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 90 90 -
(2)

実　績　値 87 89 81 92 R6 90

達　成　率 97% 97% 99% 99% 90% 90% 102% 102% -

指標名 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合

定義等 自然教室において「最後までやり遂げた」「自分の役割を果たすことができた」などと回答した児童・生徒の割合
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 78 78 78 80 -
(3)

実　績　値 88 89 89 88 R6 80

達　成　率 113% 110% 114% 111% 114% 111% 110% 110% -

指標名 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録している高校生のうち高校を中途退学した人の割合

定義等 中学卒業後も「居場所を兼ねた学習支援」に登録し
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１

ている。

2)達成状況

０

と原因分析を踏まえた

０

今後の方向性

　大学連

％

携事業については、児

を

童・生徒の興味関心が

超

児童を取り巻く環境に

え

よって変化していくこ

て

とから、より児童・生

お

徒のニー

ズに沿った事

り

業となるよう、引続き

、

大学事務局との連携を

そ

密に行い、参加者のア

の

ンケート結果等に基づ

結

いた新規事業の企画・

果

実施

や既存事業の改善

が

を図っていく。

　自然

「

教室は、学校では体験

足

することができない壮

立

大な自然や文化に直接

区

触れることができる貴

学

重な体験活動の場とな

力

っている。

環境政策課

定

との協働により、鋸南

着

自然教室の中で「海洋

に

学習プログラム」を実

関

施し、令和６年度は、

す

漁港体験や海洋学習フ

る

ォトテ

ーリングなど２

総

５校１９０２名が体験

合

した。魚沼自然教室に

調

おいては、森林整備体

査

験や水力発電から考え

」

る自然環境学習を５校

で

６

５０名が体験するこ

の

とができた。今後も、

肯

子ども達の心身の成長

定

につながる豊かな自然

的

体験活動を実施してい

な

く。

　「居場所を兼ね

回

た学習支援」では、引

答

き続き中退の兆候の早

に

期把握に努めるととも

反

に、関係機関との情報

映

共有、利用促進を丁寧

さ

に行う。また、結果と

れ

して中途退学に至った

て

場合も、庁内外の関連

い

施策の活用を図り、高

る

校への再入学や学び直

と

しの支援、就労支

援サ

考

ービス等への接続など

え

、本人に寄り添うこと

る

で将来の自立を支援す

。

る。

【指標２】

　

4

各大学の特色を活かし

 

た講座を開催し、実施

担

にあたっては過去の参

当

加者のアンケート結果

部

に基づき、講座で取り

に

扱う内容の難易

度の調

お

整や体験ブース数の拡

け

充など、より児童・生

る

徒の興味関心に沿った

評

事業となるよう改善を

価

行った。

　また、これ

（

まで重点をおいてきた

部

「子どもたちの興味関

長

心に気づくきっかけづ

評

くり」を中心とした講

価

座に加え、新たに「よ

－

り高

度な分野を学び、

１

自身の興味関心を深め

次

る」ことを目的とした

評

新規講座を実施した。

価

　その結果、目標であ

）

る９割を達成すること

そ

ができ、児童・生徒の

の

チャレンジする意欲の

１

醸成に寄与することが

1

できた。

【指標３】

　

)

全ての小・中学校で自

施

然教室を実施すること

策

ができた。「自然教室

の

で自信を持つことがで

達

きた」と回答した児童

成

生徒の割合は、

昨年度

状

と同様、目標値を上回

況

った。特に「友達と協

と

力することができた」

そ

「自分の役割を果たす

の

ことができた」という

原

回答が多く

、集団宿泊

因

体験を通じて、様々な

の

困難を乗り越え、仲間

分

と協力しながら最後ま

析

でやり遂げたという達

【

成感が子ども達の自己

指

肯定感

の向上につなが

標

っていると考える。

【

１

指標４・５・６】

　「

】

居場所を兼ねた学習支

　

援」では、登録する高

大

校生について、学業不

学

振や学校不適応、家庭

連

状況の変化などの中退

携

の兆候を早期

に把握で

事

きるよう、生徒の利用

業

頻度に応じた電話連絡

に

による聞き取りや利用

よ

の促し、生徒や家庭に

る

課題を抱えている場合

体

には相談

員による家庭

験

訪問等を行いながら、

活

学習支援だけでなく日

動

常生活の相談等にも応

お

じている。

　中途退学

よ

の未然防止施策として

び

は「高校中途退学に関

自

わる中学校・高等学校

然

接続会議」等の取組を

教

通じて、中学生が本人

室

の能力

や特性にあった

事

進路選択ができるよう

業

、都立高校が取り組む

に

教育活動について情報

関

交換を行っている。令

す

和６年度の接続会議は

る

、

取組定着状況を踏ま

指

え、２回の開催とした

標

。

　上記の取り組みに

達

より、「居場所を兼ね

成

た学習支援」では、高

率

校生のほとんどが卒業

が

後の進学や就職につな

、

がっているが、学業

不

と

振や学校不適応などを

も

原因に、令和６年度は

に

２名の中途退学者が出
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ら

Ａ

合計１８事業 1,1

れ

92,201 302,

る

682 1,494,8

事

83

務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

鹿浜いきいき館児童館運営事業 住区推進課3584 1,564 58,877 60,441 現状維持 Ａ

児童施設維持補修事務 住区推進課3585 1,015 6,887 7,902 現状維持 Ａ

鹿浜いきいき館児童館管理事務 住区推進課3586 10,242 21,176 31,418 現状維持 Ｂ

家庭教育推進事務 青少年課3779 13,958 8,609 22,567 拡充 Ａ

成人の日記念事業 青少年課4180 23,712 12,914 36,626 現状維持 Ａ

青少年委員の活動支援事業 青少年課4183 11,476 12,914 24,390 現状維持 Ａ

放課後子ども教室推進事業【経常】 青少年課4188 234,974 10,331 245,305 改善・変更 Ａ

こども未来創造館管理運営事務 生・地域文化課18759 565,048 8,609 573,657 現状維持 Ａ

青少年対策事業 青少年課20850 24,789 12,914 37,703 現状維持 Ａ

青少年教育管理事務 青少年課20871 1,655 4,305 5,960 現状維持 Ｂ

青少年対象の事業および指導者の育成・支援事業 青少年課20902 12,191 25,827 38,018 現状維持 Ａ

青少年団体の支援事業 青少年課20915 10,591 17,218 27,809 改善・変更 Ａ

体験学習推進事業 青少年課21737 23,281 17,218 40,499 拡充 Ａ

こども未来創造館改修事業 生・地域文化課21809 0 4,305 4,305

子どもの貧困対策・若年者支援事業 未・貧困対策課22829 45,949 17,

3

218 63,167 現

)

状維持 Ａ

あだち子ども

施

の未来応援事業 未・貧

施

困対策課22839 5

策

8,724 17,21

の

8 75,942 拡充 Ａ

手

あだち子どもの未来応

段

援基金積立金 未・貧困

と

対策課22841 15

し

2,040 8,609

て

160,649 拡充 Ａ

位

子育て活動支援事業 子

置

ども政策課23857

付

992 37,533 3

け

8,525 改善・変更
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施

つつ、全妊産婦の経済

策

的・身体的・精神的負

の

担を軽減していく。「

概

デイサービス型

   

要

産後ケア」や「宿泊型

柱

産後ケア」については

立

、利用者満足度やニー

て

ズを詳しく確認してい

5

く必要がある。

① 令

【

和５年４月から開始し

ひ

た「あだち出産・子育

と

て応援事業」と連動し

】

た、妊婦全数面接を行

自

う「スマイルママ面

　

己

 接事業」、希望者に

肯

対する「妊娠８か月前

定

後の面談」、「こんに

感

ちは赤ちゃん訪問」を

を

実施し、妊産婦に対し

持

、

　 経済的支援と伴

ち

走型相談支援を一体的

、

に実施する。妊婦の心

生

身状態や家庭の状況な

き

どを把握し、支援が必

抜

要な方

　 に対し適 

く

切なケアを実施してい

力

く。

② 全産婦対象の

を

支援として、「こんに

備

ちは赤ちゃん訪問」時

え

に子育て情報の提供や

た

コミュニケーションツ

人

ールとし
方　　　針

　

施

 てエジンバラ産後う

策

つ病質問票（ＥＰＤＳ

群

）を活用し、産婦の心

名

理状態や生活状態、子

2

どもに対する気持ちを

妊

把

　 握し、産後ケア

娠

などの必要な事業につ

か

なげていく。

③ ハイ

ら

リスク妊産婦に対する

出

手厚い支援や虐待の未

産

然防止は、関係機関等

・

と連携を強化しながら

子

今後も揺るぐこと

　 

育

なく実施していく。

④

て

 産後ケア（デイサー

ま

ビス型・宿泊型・訪問

で

型）についてのニーズ

切

を把握し、さらに利用

れ

者満足度を高めていく

目

。

担 当 課 名 保健予防課

な

（取りまとめ）

電 話 番

く

号 03-3880-5

支

892 E-mail h

え

-yobou@cit

る

y.adachi.t

施

okyo.jp

① 虐

策

待の疑いや、養育困難

名

家庭は、こども支援セ

2

ンターげんきや足立児

.

童相談所との情報連携

1

を行っている。場合

　

妊

 によっては同行訪問

娠

するなど、虐待を未然

、

に防ぐための支援を行

出

っている。

② 生活困

産

窮家庭は、くらしとし

、

ごとの相談センターへ

子

つないでいる。その後

育

は、必要に応じ、相談

て

内容等を共有

協働・協

へ

創 　 し、支援に役立

の

てている。

の 取 組 み ③

切

 生活保護受給世帯や

れ

非課税世帯は、入院助

目

産制度の所管である各

の

福祉課へつなぎ、各担

な

当から手続きの案内を

い

　 行っている。

④ 

支

こころの病を持つ妊婦

援

は、精神的負担を軽減

の

させるため、病状に応

充

じて、区内外の産科医

実

療機関と連携を行い、

①

　 必要なフォローを

 

行っている。

　妊娠届

妊

出時の質問票やスマイ

娠

ルママ面接から妊娠中

期

の心身状況を把握し、

か

食生活の指導を含めた

ら

きめ細やかな支援

を行

出

うことにより、妊婦の

産

栄養ニーズに対応して

・

いる。【SDGsﾀｰ

産

ｹﾞｯﾄ】2.2
ＳＤ

後

Ｇｓが
　また、上記対

・

応に加え、特に支援を

子

要する妊産婦に対して

育

は、複数回訪問や電話

て

フォロー、同行受診等

期

を実施し、
目指す目標

ま

貧困層・脆弱者の保護

で

及び妊産婦の死亡率の

切

削減に貢献している。

れ

【SDGsﾀｰｹﾞｯ

目

ﾄ】1.3、3.1
（

の

ターゲッ
　こんにちは

な

赤ちゃん訪問や産後ケ

い

アに加え、乳幼児健康

支

診査を実施することに

援

より、産後の母体回復

を

支援、保護者
ト）との

行

関
の精神的・経済的負

う

担の軽減を図っている

こ

。乳幼児の健康診断や

と

疾病の早期発見に努め

に

、新生児・５歳未満児

よ

の予防
連及び評価

可能

り

な死亡の根絶に寄与し

、

ている。【SDGsﾀ

養

ｰｹﾞｯﾄ】3.2

備

育

　　　考

困難や生活困難を未然に防ぎ、

　 健やかな親子の成長を支えていく。

② 妊婦全数面接や赤ちゃん訪問、乳幼児健康診査等により、家庭の状況把握及び母親のメンタルフォローを行うこ

施策の方向 　 とで、虐待の未然防止と安心して楽しく子育てできる環境を整えていく。

( 目 標 )

① 妊娠届出と同時に「スマイルママ面接」で保健指導が可能な保健予防課と保健センターでの申請が増加している｡

② 「あだち出産子育て応援事業」の開始により、経済的支援と伴走型支援を一体的に実施し､さらに強化している。

③ 妊娠届出時の質問票から､妊娠中の身体管理に加え、産後の育児困難、生活困窮・虐待等が懸念される妊婦を把

　 握し､レベルに応じた支援を実施している（妊娠届出総数4,453件のうち特定妊婦<Ｄ妊婦>は9.3％で415人）。
現　　　状

④ 訪問や面接・電話などによりきめ細かな妊産婦への指導や相談・助言を行う。特に早期産のリスクが高い多胎・

　 やせ・飲酒・喫煙・高血圧・糖尿病について､寄り添いによる日常生活の指導により、リスクを低減させている｡

⑤ 全妊婦向けに「スマイルママ面接事業」、全産婦向けに令和２年９月から「デイサー

足

ビス型産後ケア」、

　

立

 令和４年度から「宿

区

泊型産後ケア」、令和

　

７年度から「訪問型産

令

後ケア」を開始してい

和

る。

① ＡＳＭＡＰ事

７

業分析結果では、妊娠

年

届出書の質問票を活用

度

したハイリスク群の判

施

定は有効であり、特に

策

年齢、経

　 済状況、

評

こころの病気の有無は

価

、引き続きもれなく把

調

握する必要がある。

②

書

 育児困難や生活困窮

(

・虐待等を未然に防ぐ

令

ため、赤ちゃん訪問や

和

乳幼児健診等の機会を

６

捉えて、確実な状況把

年

握

　 や現状確認をし

度

ていく必要がある。

③

事

 支援が必要な世帯へ

業

の早期介入を行うため

実

、医療機関や関係機関

施

とのさらなる連携を図

)

っていく必要がある。

1

課　　　題
④ ハイリ

 

スク妊産婦の支援をし
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.8 95.8 92.8 R6 100

達　成　率 92% 89% 97% 95% 98% 96% 93% 93% -

指標名 3～4か月児健診時アンケートで「赤ちゃん訪問を受けて安心した」と答えた親の割合

定義等 3～4か月児健診アンケート「赤ちゃん訪問を受けて安心した」の設問に「あてはまる」「ややあてはまる」と答えた割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97 97 97 97 -
(5)

実　績　値 95.3 96 96 94.9 R6 97

達　成　率 98% 98% 99% 99% 99% 99% 98% 98% -

指標名 こんにちは赤ちゃん訪問時における産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）の実施率

定義等 こんにちは赤ちゃん訪問をした産婦に対し、産後うつ病質問票（ＥＰＤＳ）を実施した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 90 90 95 100 -
(6)

実　績　値 86.6 91.8 91.9 90.2 R6 100

達　成　率 96% 87% 102% 92% 97% 92% 90% 90% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 27,023,628 10,932,595 10,726,816 12,006,040

人件費 724,715 754,349 816,297 869,340

総事業費 27,748,343 11,686,944 11,543,113 12,875,380

前年比(金額) 15,615,070 △16,061,399 △143,831 1,332,267

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 早期（37週未満）に産まれた子どもの割合＊低減目標

定義等 「人口動態調査」における区内の出生児全体に占める早期（37週未満）に産まれた子どもの割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 5.4 5.4 5.4 5.3 -
(1)

実　績　値 5.8 5.5 5.4 5.4 R6 5.3

達　成　率 93% 91% 98% 96% 100% 98% 98% 98% -

指標名 妊娠届で把握した要支援者（D妊婦）に4回以上訪問等を実施した割合

定義等 妊娠届及びアンケートの回答内容から特に指導・支援を必要とする妊婦に4回以上訪問等を実施した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 98 100 100 -
(2)

実　績　値 98.7 100 100 100 R6 100

達　成　率 123% 99% 102% 100% 100% 100% 100% 100% -

指標名 妊娠届出者に対し個別のケアプランを作成した割合

定義等 妊娠届出者に対し、「スマイルママシート」による個別のケアプランを作成した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97 98 98 100 -
(3)

実　績　値 88.9 94.8 95.8 92.8 R6 100

達　成　率 92% 89% 97% 95% 98% 96% 93% 93% -

指標名 妊娠届出者に対し「スマイルママ面接」を実施した割合

定義等 妊娠届出者に対し、保健師等の専門職が「スマイルママ面接」を実施した割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 97 98 98 100 -
(4)

実　績　値 88.9 94
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き

により、母親の不安軽

め

減を図れるよう、妊産

細

婦の支援に必要な知識

や

の習得機会を設けてい

か

る。経済的支援を目的

な

とした子育て応援ギフ

支

トの申請や、区が

実施

援

する母子保健事業につ

を

いても詳細に案内でき

継

るよう、研修内容も充

続

実させていく。また、

す

希望者への訪問だけで

る

なく、特に支

援を要す

こ

る妊婦への複数回訪問

と

を必要に応じて実施し

が

ていく。さらに、訪問

で

の申し込みについて、

き

母子健康手帳に綴じこ

た

まれてい

るハガキ（出

。

生通知票）のほか、オ

指

ンライン申請システム

標

の二次元バーコードを

（

ハガキに記載して周知

２

を図り、全ての妊婦に

）

利用

してもらえるよう

目

努めていく。

指標（６

標

）

すべての産婦にEP

を

DSを実施するよう努

達

めているが、直近に病

成

院で実施している場合

し

や、質問内容の理解が

た

難しい外国人等に対し

。

て

は苦労する場合もあ

特

る（それ以外の産婦に

に

対してはほぼ１００％

支

実施）。そのような場

援

合は、うつや不安障害

を

に関する質問につい

て

必

口頭で尋ねることで、

要

産婦のリスクの有無を

と

把握し、必要な支援を

す

行っている。引き続き

る

、妊産婦のメンタルヘ

妊

ルスの把握に努

め、母

婦

子の健やかな成長を促

に

していく。

対しては、訪問や電話などで妊

4

娠初期から見守り、必

 

要な機関や制度に繋げ

担

、不安

を抱えない・軽

当

減するよう寄り添った

部

支援を十分に実施する

に

ことができた。

指標（

お

３）（４）

（３）及び

け

（４）は原則同時実施

る

としている。ともに目

評

標を下回ったものの、

価

各保健センター等で妊

（

娠届を出した妊婦につ

部

いては

同日実施するこ

長

とできた。パートナー

評

等による妊娠届出書の

価

提出や区民事務所での

－

届出の場合は、後日改

１

めて妊婦本人が各保健

次

セ

ンター等に出向く必

評

要があるため、里帰り

価

出産や転出、体調等が

）

影響して達成すること

そ

ができなかったものと

の

推測される。

指標（５

１

）

目標を下回ったもの

1

の、昨年と同水準の実

)

績値であることから、

施

妊娠期から子育て期ま

策

での手厚い支援を行う

の

ことができた。

指標（

達

６）

目標を下回ったも

成

のの、昨年と同水準の

状

実績値であった。日本

況

語の理解が難しい外国

と

人に対しても多言語対

そ

応を行っている。直近

の

に病院で実施している

原

場合などの要因により

因

、達成することができ

の

なかったと推測される

分

。

2)達成状況と原因

析

分析を踏まえた今後の

指

方向性

指標（１）

早産

標

の原因として、痩せ型

（

体形や多胎妊娠などが

１

ある。妊娠届出時の質

）

問票と妊婦との全数面

目

接や、妊娠８か月目の

標

アンケートか

ら継続し

を

て状況を把握すること

わ

で、母体の健康管理を

ず

支え、安全なお産につ

か

なげていく。支援が必

に

要な妊婦には積極的に

下

アプロー

チするなど、

回

引き続き目標達成に向

っ

けて努めていく。

指標

た

（２）

特に指導・支援

が

を必要とする妊婦に対

、

しては、保健予防課の

妊

母子保健コーディネー

娠

ター（保健師）が専門

届

で支援している。今後

出

も

複数回訪問や電話な

時

ど、寄り添った支援を

の

継続していく。

指標（

質

３）（４）

妊娠期から

問

子育て期に渡る支援窓

票

口の中でスマイルママ

か

面接が一番最初の接点

ら

となり、区に対する信

支

頼感などを醸成する上

援

で非常

に重要な役割を

が

果たしている。今後も

必

スマイルママ面接の実

要

施を促し、妊娠や出産

な

、育児に関する不安を

妊

軽減するための支援を

婦

継

続していく。

指標（

を

５）

こんにちは赤ちゃ

把

ん訪問事業の訪問員に

握

は、年に１～２回研修

し

を実施している。育児

、

の悩みを傾聴すること
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

子ども政策一般管理事務 子ども政策課3771 3,870 50,961 54,831 現状維持 Ｂ

子育て支援推進事業 子ども政策課3772 19,999 14,961 34,960 改善・変更 Ａ

児童手当の支給事業 親子支援課3780 9,935,779 118,182 10,053,961 現状維持 Ａ

あだち子育て応援隊事業 子ども政策課3805 118,772 28,667 147,439 拡充 Ａ

子育て短期支援事業 家・こども家庭相談
課

3812 50,586 20,127 70,713 現状維持 Ａ

妊娠高血圧症候群・未熟児養育医療等給付事業 保健予防課3835 38,700 4,305 43,005 現状維持 Ａ

母子健康手帳・ファミリー学級事業 保健予防課3836 13,020 60,637 73,657 拡充 Ａ

妊産婦・乳幼児相談事業 保健予防課3837 910,957 225,068 1,136,025 現状維持 Ａ

妊婦健康診査事業 保健予防課3838 397,296 18,316 415,612 拡充 Ａ

乳児・１歳６か月児・３歳児健康診査事業 保健予防課3839 103,162 249,281 352,443 現状維持 Ａ

子育てサロン管理運営事務 住区推進課16106 91,419 57,659 149,078 拡充 Ａ

子育てサロン開設事務 住区推進課21770 5,162 8,609 13,771 拡充 Ａ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）
【経常】

福祉管理課23581 119,155 0 119,155

出産費助成事業 親子支援課23689 198,163 12,56

3

7 210,730 現状

)

維持 Ａ

合計１４事業 1

施

2,006,040 8

施

69,340 12,8

策

75,380

の手段として位置付け
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施

対応していく。また、

策

　築年数の経過した施

の

設では、保育定員を見

概

直しつつ施設更新によ

要

り保育環境を向上させ

柱

ながら、必要な保育定

立

員を

　確保していく。

て

■　指導検査について

5

は、検査職員OJTや

【

マニュアル等の整備を

ひ

進めスキルアップを図

と

るとともに、施設等に

】

対し、
方　　　針

　「

自

足立区教育・保育の質

己

ガイドライン」に基づ

肯

く寄り添い支援による

定

巡回訪問を重ねること

感

で、保育環境・サービ

を

　スの基盤となる健や

持

かな子どもの育ちを支

ち

える教育・保育を支援

、

していく。

■　学童保

生

育室については、待機

き

児対策を喫緊の課題と

抜

して捉え、学童保育室

く

の需要が多く見込まれ

力

る地域に小学校

　内学

を

童保育室を中心に整備

備

していく。

担 当 課 名 私

え

立保育園課（取りまと

た

め）

電 話 番 号 03-3

人

880-5712 E-

施

mail kodomo

策

-seibi@cit

群

y.adachi.t

名

okyo.jp

　子ど

2

も施設指導・支援課と

妊

連携し保育施設等に指

娠

導・支援を実施。

　保

か

健予防課、各保健セン

ら

ターと連携し、妊娠届

出

出時の利用意向調査を

産

実施。　

 

協働・協創

・

の 取 組 み

【目標】4 

子

質の高い教育をみんな

育

に、5 ジェンダー平

て

等を実現しよう、8 

ま

働きがいも経済成長も

で

【ターゲット】4.2

切

 

乳幼児の発達・ケア

れ

と就学前教育にアクセ

目

スできるようにする。

な

 5.5 政治、経済

く

、公共分野でのあらゆ

支

るレベルの
ＳＤＧｓが

え

意思決定において、完

る

全かつ効果的な女性の

施

参画及び平等なリーダ

策

ーシップの機会を確保

名

する。8.5 雇用と

2

働きがい
目指す目標

の

.

ある仕事、同一労働同

2

一賃金を達成する。
（

子

ターゲッ
【関連する理

育

由】行政評価を実施し

て

、事業や施策の効果を

と

検証し、業務を改善し

仕

ていくことは、ターゲ

事

ット4.2、5.5
ト

の

）との関
、8.5につ

両

ながる。
連及び評価

【

立

評価】わかりやすい指

支

標を用いて行政評価を

援

実施したことで、事業

（

や施策の実施効果を可

待

視化することができた

機

。

引き続き、教育・保

児

育の質を意識した評価

童

体制を継続していく。

対

指標（4）は令和５年

策

度に旧基本計画の目標

と

値（85％）を上回っ

教

たため、令和６年度の

育

目標値は令和５年度の

・

ものを

備　　　考 横引

保

きした。また、指標（

育

5）は東京都、区議会

の

への報告及び公表と集

質

計の時点を揃えるため

の

、令和６年度から５月

向

１日時点の集計に変更

上

した（従来は４月１日

）

時点）。

■　様々なニーズにあわせた保育サービスを提供することで、働きながら安心して子育てできる環境づくりを推進す

　る。

■　乳幼児期の教育・保育の質を維持・向上させることで、保育環境・サービスの基盤を整える。

施策の方向 ■　学童保育においては、放課後等の安全・安心な居場所を確保することで、子育てと仕事の両立をサポートし、児

( 目 標 ) 　童の健全育成を図る。

■　「足立区待機児童解消アクション・プラン」に基づき、平成２７年度から６年間で4,352人分の保育定員を拡大

　した結果、令和３年４月に待機児童を解消して以降、待機児童がほぼゼロの状態を継続している。

■　多様な運営主体の参入により幼児教育・保育施設の量的整備が進み、利用拡大が進む中、これまで以上に施設等

　における子どもの安全・安心の担保に資する区によるきめ細やかな支援が必要となっている。
現　　　状

■　学童保育は、「足立区放課後子ども総合プラン」及び「平成31年度学童保育室待機児童緊急対策」に基づき、令

  和６年４月現在5,503人分（前年比43人増）の児童を受入可能となっており、同年５月現在388人の待機児童が発生

　している。

■　急速な人口減少や社会情勢の変化により、保育需要の動向が見通しづらくなっ

足

ている中で、今後必要

立

な保育定員

  を確保

区

・維持していくことが

　

課題である。

■　指導

令

検査実施施設中の文書

和

指摘を受けた施設数の

７

割合について、本来は

年

さらに低い割合を目標

度

値とすることが望

　ま

施

しいが、令和６年度の

策

実績値が前年度と比較

評

し増加していることが

価

課題である。

■　学童

調

保育の需要は年々増加

書

しており、学童保育室

(

の整備が需要の増加に

令

追い付いていないこと

和

が課題となってい
課　

６

　　題
　る。

■　保育

年

施設については、引き

度

続き、地域ごとの保育

事

ニーズを詳細に分析し

業

、人口推計等を踏まえ

実

、保育需要数を見

　直

施

していく。不足が見込

)

まれる場合には、弾力

1

化の有効活用等、既存

 

施設を最大限活用して
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※低減目標
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 4.6 -
(5)

実　績　値 3.7 4.4 4.8 6.4 R6 4.6

達　成　率 0% 124% 0% 105% 0% 96% 72% 72% -

指標名 区内３３地区のうち学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数

定義等 学童保育室の受け入れ可能数が学童保育需要を満たさない地区の数　※低減目標
指

単　位 地区 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 17 15 15 13 -
(6)

実　績　値 17 21 20 24 R6 13

達　成　率 100% 76% 71% 62% 75% 65% 54% 54% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 35,461,941 35,719,054 38,552,588 42,087,589

人件費 7,452,839 7,194,376 7,309,106 7,737,339

総事業費 42,914,780 42,913,430 45,861,694 49,824,928

前年比(金額) 303,345 △1,350 2,948,264 3,963,234

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 保育需要に対する待機児童率

定義等 算出式Ａ/Ｂ　Ａ：保育所等の待機児童数　Ｂ：保育需要数（ともに翌年度４月１日現在）　※低減目標
指

単　位 % 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 0 0 0 0 -
(1)

実　績　値 0.01 0 0.04 0.05 R6 0

達　成　率 99% 99% 100% 100% 99% 99% 99% 99% -

指標名 保育施設整備数（累計）

定義等 施設更新を含む保育施設整備数(累計)
指

単　位 か所 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 3 3 5 5 -
(2)

実　績　値 4 4 5 6 R6 5

達　成　率 133% 80% 133% 80% 100% 100% 120% 120% -

指標名 指導検査実施施設中の文書指摘を受けた施設数の割合

定義等 指導検査で「文書指摘」となった保育施設の割合　※低減目標
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 28 28 28 10 -
(3)

実　績　値 31 39 21 26 R6 10

達　成　率 90% 32% 72% 26% 133% 48% 38% 38% -

指標名 国の指針または「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用した保育実践をしている施設の割合

定義等 「足立区教育・保育の質ガイドライン」を活用している就学前教育・保育施設の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 85 87 87 87 -
(4)

実　績　値 85 85 88 93 R6 87

達　成　率 100% 98% 98% 98% 101% 101% 107% 107% -

指標名 学童保育室の待機児童率

定義等 算出式：A/B　A：待機児数　B：入室申請者　
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要

いく。

・保育士確保・

数

定着については、重点

を

を確保から定着（離職

分

防止）へとシフトし、

析

保育事業者と連携して

し

、保育士が安心して、

て

働

きやすい、すぐにや

き

めたくならない職場環

た

境を創設していく。

・

結

指導検査及び巡回訪問

果

を計画的に実施し、教

、

育・保育の質の維持・

令

向上に努めていく。文

和

書指摘に関しては、施

２

設所管課と協力

し、園

年

長会等の全体会等で指

度

導検査結果に関する情

以

報提供や検査前に行う

降

検査基準の説明を丁寧

、

に実施し、各施設の法

保

令遵守の意

識を高める

育

ことで、減らしていく

所

。

・「足立区教育・保

等

育の質ガイドライン」

の

に関しては、巡回訪問

待

で、「保育実践振り返

機

りシート」を活用した

児

教育・保育の振り返

り

童

を継続して行い、教育

数

・保育の実践に繋げて

は

いく。また、活用方法

ゼ

をリサーチし、活用を

ロ

促進するための対策を

に

検討していく。

・学童

近

保育室については、要

い

望の多い小学校内学童

状

保育室を最優先に整備

態

するほか、民設学童保

を

育室の誘致を併せて実

維

施していく

。保育需要

持

の高い１、２年生につ

で

いては、可能な限り第

き

一希望の学童保育室に

て

入室できるよう取り組

い

んでいく。

【保育園　

る

中・長期】

・指導検査

。

及び巡回訪問を計画的

【

に実施し、教育・保育

指

施設の質の維持・向上

標

に努めていく。

・「足

-

立区教育・保育の質ガ

2

イドライン」を巡回訪

】

問等で活用しながら、

令

各施設の課題を分析・

和

共有し、寄り添い支援

６

を継続して

行っていく

年

。

【学童保育室　中・

度

長期】

・学童需要の多

は

い小学校への学童保育

、

室の設置に向けて関係

4

老

所管と協議していくほ

朽

か、放課後の居場所を

化

総合的に確保すること

施

で

、すべての家庭が自

設

由に居場所を選択でき

の

るよう環境を整備して

施

いく。

・保護者の就労

設

等、各家庭状況に則し

更

た居場所を確保し利用

新

を促進する。

・学童保

 

と

育室の「質の維持・向

し

上」を図り、放課後等

て

の安全・安心な居場所

、

を提供する。

2園の建て替

担

えを実施した。そのう

当

ち1園は、令和７年度

部

に引き続き事業

を継続

に

する。

【指標-3】令

お

和６年度文書指摘を受

け

けた施設の割合は、令

る

和５年度と比較して増

評

加した。文書指摘の内

価

容としては「区への事

（

故報

告を行っていない

部

」がおよそ半数を占め

長

た。施設所管課は子ど

評

もの安全のため事故報

価

告の基準を定めている

－

が、施設長が報告の対

１

象になっている事故を

次

把握していなかったこ

評

とや事故という認識に

価

至らず施設での記録に

）

とどまっていたことが

そ

原因となっている

。

【

の

指標-4】私立認可保

１

育園や小規模保育施設

1

で活用率が上昇し、今

)

年度も目標値を達成し

施

た。一方で新制度に移

策

行した幼稚園・こ

ども

の

園では活用率が低くな

達

っている。全体的とし

成

て活用率の上昇が見ら

状

れるが、研修での学び

況

が園全体で共有されて

と

いないことな

どが課題

そ

となっている。

【指標

の

-5】学童保育室につ

原

いては、令和６年度開

因

設の学童保育室1室の

の

整備（関原地区：計4

分

0人増）に留まった。

析

また、申請者数

が前年

【

度から大きく増加した

指

ことで、待機児童率が

標

6.4％となり、前年

-

度から1.6ポイント

1

増加した。これは、計

】

画していた民設学

童保

「

育室の整備が予定どお

足

り誘致できなかったこ

立

とに加え、保育園の待

区

機児解消が進み、学童

待

保育室に子どもを預け

機

ることを希望

する方が

児

増えたことが要因とし

童

て考えられる。

※　令

解

和６年度指標から、待

消

機児童率の時点を４月

ア

１日時点から５月１日

ク

時点の数値に変更する

シ

。

【指標-6】学童保

ョ

育室整備計画における

ン

33地区のうち、学童

・

保育需要が受入可能数

プ

を上回った地区は24

ラ

地区となった。これは

ン

、前

述と同様に受入可

」

能数を上回る申請数の

に

増加が主な要因として

基

考えられる。

2)達成

づ

状況と原因分析を踏ま

き

えた今後の方向性

・保

、

育施設については、引

地

き続き、地域ごとの保

域

育ニーズを詳細に分析

ご

し、人口推計等を踏ま

と

え、適正な定員数を確

の

保していく。

また、築

詳

年数の経過した施設で

細

は、保育定員の見直し

な

を含めた施設更新によ

保

り、保育環境を向上さ

育

せながら、必要な保育

需

定員を確

保・維持して
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

<<別紙の通り>>

合計３４事業 42,087,589 7,737,339 49,824,928

3)施施策の手段として位置付け
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学童 童

園

状維持 Ｂ

公立保育園の

地

管理運営事務 子ども政

域

策課19172 62,

保

900 15,496 7

育

8,396 現状維持 Ｂ

課

幼稚園・地域保育一般

3

管理事務 幼稚園地域保

7

育課20432 8,3

7

14 58,184 66

3

,498 現状維持 Ｂ

幼

保

5

稚園施設型給付事業 幼

3

稚園地域保育課209

8

35 1,242,34

,

4 17,218 1,2

7

59,562 現状維持

8

Ａ

幼稚園地域子ども・

8

子育て支援事業 幼稚園

1

地域保育課20942

7

482,220 19,

,

593 501,813

育

2

現状維持 Ｂ

区立認定こ

1

ども園施設維持管理事

8

業 保育入園課2099

5

7 22,063 9,5

5

99 31,662 現状

6

維持 Ａ

子ども・子育て

,

施設整備基金積立金 子

0

ども政策課21221

0

3,536 861 4,

6

397 現状維持 Ａ

保育

課

現

士確保・定着対策事業

状

私立保育園課2130

維

4 672,548 33

持

,743 706,29

Ａ

1 改善・変更 Ａ

私立保

私

育園一般管理事務 私立

立

保育園課21310 8

幼

10 8,609 9,4

稚

19 現状維持 Ｂ

子ども

園

施設指導検査事務 子ど

3

助

も施設指導課2133

成

9 2,976 174,

費

752 177,728

用

現状維持 Ａ

企業主導型

負

保育事業 幼稚園地域保

担

育課22042 40,

事

101 6,818 46

務

,919 現状維持 Ａ

私

幼

立保育園施設整備助成

稚

事業 私立保育園課22

5

園

718 325,281

地

8,609 333,8

域

90 現状維持 Ａ

保育施

保

設整備事業 幼稚園地域

育

保育課23335 37

課

,000 0 37,00

3

0 現状維持 Ｂ

公立保育

7

園の管理運営事務 私立

7

保育園課23860 1

7

8,046 861 18

8

4

,907 現状維持 Ｂ

合

5

計３４事業 42,08

0

7,589 7,737

,

,339 49,824

7

,928

70 21,

7

96

別紙

8

3)施策の手段として

4

位置付けられる事務事

7

業の評価結果
事務事業

2

施策への
事務事業名 事

,

業費 人件費 総事業費 課

7

長評価 担当課コ ー 

3

ド 貢献度

8

1

現状維持 Ｂ

子ども医療

,

費助成事業 親子支援課

保 6

3781 3,677,

2

367 87,969 3

9

,765,336 拡充

,

Ａ

私立幼稚園等園児保

3

護者負担軽減事業 幼稚

0

園地域保育課3782

6

2,010,684 2

3

1,968 2,032

1

,652 現状維持 Ａ

公

8

立保育園の管理運営事

育 ,

務 保育入園課3790

0

1,218,934 5

2

,744,584 6,

1

963,518 現状維

1

持 Ａ

保育施設利用調整

,

事務 保育入園課379

9

1 28,065 217

4

,104 245,16

7

9 改善・変更 Ａ

地域型

,

保育事業 幼稚園地域保

室 3

育課3792 1,50

2

7,837 16,75

7

3 1,524,590

現

現状維持 Ａ

家庭的保育

状

事業 幼稚園地域保育課

維

3794 954,77

持

9 28,959 983

Ａ

,738 現状維持 Ａ

認

学

証保育所運営経費助成

童

事業 幼稚園地域保育課

運

保

3795 2,255,

育

531 9,005 2,

一

264,536 現状維

般

持 Ａ

認証保育所等利用

管

者助成事業 幼稚園地域

理

保育課3796 792

事

,940 32,472

務

825,412 現状維

学

持 Ａ

公立保育園の施設

童

維持管理委託事業 保育

営

保

入園課3797 38,

育

397 10,460 4

課

8,857 現状維持 Ａ

3

公立保育園の施設維持

5

補修事業 保育入園課3

8

798 67,446 9

8

,599 77,045

2

現状維持 Ａ

公立保育園

,

の整備事業 保育入園課

1

3799 28,844

事

8

2,583 31,42

1

7 現状維持 Ａ

民間保育

8

園連合会助成事業 私立

,

保育園課3800 0 8

6

6 86 現状維持 Ａ

私立

0

保育園の運営費助成事

9

業 私立保育園課380

1

2 20,839,84

0

2 85,311 20,

,

925,153 現状維

業

7

持 Ａ

公立保育園の管理

9

運営委託事業 私立保育

0

園課3803 2,65

現

9,941 23,24

状

4 2,683,185

維

改善・変更 Ａ

学童保育

持

室大規模改修・開設事

Ａ

務 学童保育課6874

私

68,056 17,2

立

18 85,274 拡充

学

認

Ａ

区立認可外保育室の

定

管理運営委託事業 私立

こ

保育園課11633 2

ど

39,145 1,72

も

2 240,867 改善

園

・変更 Ａ

区立認定こど

事

も園管理運営事業 保育

業

入園課16050 16

幼

0,597 708,1

稚

43 868,740 現
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紙面構成の都合により、本ページ余白 
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施

切な働きかけと、必要

策

な支援
方　　　針

 を

の

行っていく。

担 当 課 名

概

親子支援課（取りまと

要

め）

電 話 番 号 03-3

柱

880-5932 E-

立

mail hi-shi

て

en@city.ad

5

achi.tokyo

【

.jp

　庁内各課や区

ひ

内団体・協力者と協働

と

し、ひとり親家庭の親

】

子を対象とした経験・

自

体験の機会の提供を行

己

っている。

協働・協創

肯

の 取 組 み

【目標】１ 

定

貧困をなくそう　【タ

感

ーゲット】1.3 各

を

国において最低限の基

持

準を含む適切な社会保

ち

護制度及び対策を

実施

、

し、2030年までに

生

貧困層及び脆弱層に対

き

し十分な保護を達成す

抜

る。
ＳＤＧｓが

【関連

く

する理由】児童扶養手

力

当を受給している所得

を

層のひとり親への就労

備

を支援し、経済的自立

え

を後押しする。
目指す

た

目標
【評価】相談者の

人

就労形態やライフスタ

施

イルに応じて、ひとり

策

親世帯が利用できるサ

群

ービスも活用しながら

名

、経済的
（ターゲッ

・

2

精神的な自立へつなが

妊

るよう就労支援に注力

娠

する。
ト）との関
連及

か

び評価

備　　　考

ら出産・子育てまで切れ目なく支える

施 策 名 2.3 虐待の防止とひとり親家庭への支援

■ 児童虐待の相談・通告には、家庭状況や生活環境を見極めながらきめ細かく対応し、児童相談所との連携や訪問

 指導を通じて、虐待を起こす要因を解消していく。

■ 育児と仕事の両立に困難を抱えるひとり親家庭に支援事業の活用を促し、職業的自立を推進する。

施策の方向 ■ 支援を必要とするひとり親家庭へ情報や支援を届け、困りごとや社会的孤立の解消を目指す。

( 目 標 )

■ 児童虐待の通告件数は、社会的な意識の高まりにより相談・通報が増えたことに加え、児童相談所から区への虐 

 待案件の送致も開始されたこともあり、増加傾向にある。

■ 児童扶養手当を受給しているひとり親世帯の約８割が就労しているが、正規雇用の割合は全世帯が６３％に対し

 て、ひとり親世帯は約４割（41.8％）と低い状況である。
現　　　状

■ 児童扶養手当を受給している約4,800世帯のうち、就労等による他者とのつながりが無く孤立のおそれがある世帯

 は約350世帯である。

■ 子どもや家庭をめぐる問題が複雑・多様化しているため、問題が深刻化する前の早期発見・早期対応と、子ども 

 家庭に対してのきめ細かな支援が必要である。

■ 子育て中のひとり親が、安心して資格の取得や転職・就職活動に取り組むことができるよう、支援情報の提供や

 育児

足

との両立をサポートす

立

る必要がある。

■ 孤

区

立のおそれがある約3

　

50世帯に対して、電

令

話や訪問による聞き取

和

り、アンケート調査等

７

を行うことで実態を把

年

握
課　　　題

 し、支

度

援内容や支援の優先順

施

位を明確化する必要が

策

ある。

■ 虐待を受け

評

ている子どもを早期に

価

発見し適切な対応を行

調

うとともに、関係機関

書

が連携して、子どもの

(

支援や保護

 者が相談

令

できる体制を整えてい

和

く。

■ 相談者へのき

６

め細かな支援により、

年

就労形態やライフスタ

度

イルの多様化に応じた

事

支援を提供し、安定し

業

た就労を 

 目指すひ

実

とり親を増やしていく

施

。

■ アンケート調査

)

や面談等を通じて、孤

1

立のおそれがある世帯

 

のニーズを把握し、適
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指標名 【成果3】就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯で困りごとが解消した人の割合

定義等  区からの働きかけを行った世帯へのアンケート回答者のうち、解消した困りごとがあった人の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 45 55 70 -
(5)

実　績　値 37 39 50 86 R6 70

達　成　率 0% 53% 87% 56% 91% 71% 123% 123% -

指標名 【活動3】 就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯の実態を把握し必要な働きかけを行った回数

定義等 一年間に就労等による他者とのつながりがなく孤立のおそれがある世帯へ必要な働きかけを行った回数（延べ）
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 1,165 1,200 1,200 -
(6)

実　績　値 1,158 1,208 1,217 970 R6 1,200

達　成　率 0% 97% 104% 101% 101% 101% 81% 81% -

単位:千円

3 投入コスト 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

事業費 7,427,129 7,628,492 6,366,815 5,829,258

人件費 479,872 500,879 527,118 644,661

総事業費 7,907,001 8,129,371 6,893,933 6,473,919

前年比(金額) 162,509 222,370 △1,235,438 △420,014

2 施策指標 ※達成率＝左欄:当該年度目標値に対する達成率　右欄:R6年度目標値に対する達成率

指標名 【成果1】虐待対応終結率

定義等 虐待通告数全体に占める、訪問指導や関係機関との連携により、虐待を起こす要因が解消されたケースの割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 80 80 80 80 -
(1)

実　績　値 65 72 59 62 R6 80

達　成　率 81% 81% 90% 90% 74% 74% 78% 78% -

指標名 【活動1】児童虐待受理件数

定義等 虐待の可能性ありとして調査・対応を行った件数（児童数）
指

単　位 件 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 979 1,110 1,181 1,345 -
(2)

実　績　値 1,028 1,464 1,530 1,415 R6 1,345

達　成　率 105% 76% 132% 109% 130% 114% 105% 105% -

指標名 【成果2】児童扶養手当を受給している母子世帯の正規雇用率

定義等 児童扶養手当・現況届において、「正規の職員・従業員」と回答したひとり親の割合
指

単　位 ％ 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 40.5 42 43.5 45 -
(3)

実　績　値 38.1 38.4 41.5 41.8 R6 45

達　成　率 94% 85% 91% 85% 95% 92% 93% 93% -

指標名 【活動2】ひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数

定義等 一年間にひとり親家庭向け就労支援事業を活用した人数
指

単　位 人 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
目　標　値標

目　標　値 - 160 190 200 -
(4)

実　績　値 152 194 190 98 R6 200

達　成　率 0% 76% 121% 97% 100% 95% 49% 49% -
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複

向性

【指標１（成果１

雑

）】虐待対応終結率

　

か

通告・相談および長期

つ

的支援に対応するため

多

、作成したネグレクト

様

のリーフレットを活用

化

し、引き続き虐待の未

し

然防止や再発防

止を図

て

るとともに、適正な人

お

員配置や育成、関係機

り

関との役割分担・連携

、

等を強化し、支援の効

虐

率化、家庭の養育力向

待

上を図って

いく。

【指

解

標２（活動１）】児童

決

虐待受理件数

　上記の

に

方向性に加え、養育困

至

難家庭への支援強化や

る

再発防止に努めるため

ま

、職員の育成および地

で

域の協力員、事業者と

時

の連携を

図ることによ

間

り、児童虐待対応を行

を

っていく。

【指標３（

要

成果２）】【指標４（

す

活動２）】

　引き続き

る

、「ひとり親家庭の暮

こ

らしに役立つ応援ブッ

と

ク」等により制度周知

が

を図るとともに、相談

多

者の状況に応じた多様

く

な働き

方への支援、ひ

な

とり親家庭向けサービ

っ

スの案内・利用までを

て

支援し、世帯の自立に

い

向けて寄り添ったサー

る

ビスを提供する。また

な

、

資格取得支援を望む

か

声が多いことから、給

で

付金やセミナー・講座

、

の周知にも注力する。

区

【指標５（成果３）】

の

【指標６（活動３）】

児

　孤立のおそれのある

童

世帯（＝児童扶養手当

虐

受給者のうち、手当の

待

現況届から、課税所得

に

が無く支援機関等につ

係

ながっていないと

思わ

る

れる世帯）を対象に相

対

談員による訪問や電話

応

がけを行い、ニーズの

力

把握と悩みや不安を傾

向

聴している。

　６年度

上

は接触ができた世帯の

だ

８５％以上から、悩み

け

や困りごとが解消され

で

たとの回答を得ており

な

、前年度以上の成果が

く

出ている

が、不在や電

4

、

話への応対が無く、現

シ

状確認ができていない

ス

世帯も一定数存在する

テ

。

　今後は、対象者の

ム

抽出条件の見直しや働

構

きかけの方法（児童扶

築

養手当現況届の送付時

等

の工夫・オンライン回

に

答の工夫など）を検

討

よ

し、ひとつでも多くの

 

り

世帯を支援につなげる

虐

。

待対応に当てられ

担

る時間が

増えたことが

当

解決率向上に寄与して

部

いる。

【指標２（活動

に

１）】

　児童虐待受理

お

件数は前年度と比べ減

け

少している。児童相談

る

所から送致される面前

評

DV（心理的虐待）の

価

件数が減少している一

（

方、

親になりきれない

部

不安や孤立からのスト

長

レスなど、親の悩みを

評

はじめとした様々な背

価

景を起因とする通告は

－

増加傾向にある。

【指

１

標３（成果２）】

　児

次

童扶養手当を支給する

評

ことにより、ひとり親

価

世帯等の生活の安定と

）

自立の促進に寄与し、

そ

児童の福祉増進を図っ

の

ている。正規

雇用率は

１

前年度比０．３ポイン

1

トの増となったものの

)

、目標値４５％には到

施

達しなかった。就労形

策

態や手当受給者のライ

の

フスタイ

ルが多様化し

達

ていることも、正規雇

成

用率が伸び悩んでいる

状

要因の一つとして考え

況

られる。

【指標４（活

と

動２）】

　就労支援事

そ

業のうち、高等職業訓

の

練促進給付金は１３人

原

（５年度：１７人）、

因

自立支援教育訓練給付

の

金は１７人（５年度：

分

２７

人）、自立支援プ

析

ログラムは１２人（５

【

年度：１５人）、合計

指

で４２人（５年度：５

標

９人）の利用となり、

１

就労に関する支援制度

（

や働き方の多様化など

成

も影響し、前年度から

果

減少した。

　また、就

１

労や資格取得に関する

）

講座については、東京

】

都等関係機関が実施す

　

る同内容のものとの重

虐

複を避け、実施回数を

待

減らし

たことと、パソ

対

コン講習セミナーの参

応

加者が大きく減少した

終

ことで、全体としては

結

５６名（５年度：１３

率

１名）となり５年度を

は

大

幅に下回った。

【指

前

標５（成果３）】【指

年

標６（活動３）】

　就

度

労等による他者とのつ

比

ながりがなく、孤立の

で

おそれのある世帯に対

増

しては「ひとり親家庭

加

支援員」が訪問、電話

し

がけによりア

プローチ

た

をしている。ひとり親

。

世帯数の減少傾向と、

前

訪問による不在、電話

年

での応対が無い世帯数

度

が多く、働きかけの回

に

数として

は前年度及び

続

目標値を大きく下回る

き

結果となったが、解消

、

した困りごとがあると

さ

アンケートで回答を得

ら

られた割合は、５年度

に

を３

６ポイント上回り

案

、目標値を達成した。

件

2)達成状況と原因分

が

析を踏まえた今後の方
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られる事務事業の評価結果
事務事業 施策への

事務事業名 事業費 人件費 総事業費 課長評価 担当課コ ー ド 貢献度

5 庁内評価委員会－２次評価 6 区民評価委員会－最終評価

庁内評価委員会の評価 区民評価委員会の評価 反映結果

達成状況

方 向 性

評価の反映結果

児童扶養手当等の支給事業 親子支援課3786 2,427,187 87,281 2,514,468 現状維持 Ａ

児童育成手当の支給事業 親子支援課3787 1,619,991 52,162 1,672,153 現状維持 Ａ

ひとり親家庭等医療費助成事業 親子支援課3788 188,105 40,027 228,132 現状維持 Ａ

ひとり親家庭支援事業 親子支援課3789 34,946 71,009 105,955 現状維持 Ａ

養育困難改善事業 家・こども家庭相談
課

3809 17,856 300,869 318,725 現状維持 Ａ

就学援助庶務事務 学務課4075 18,007 1,291 19,298 現状維持 Ｂ

育英資金事業 学務課4076 945,033 37,187 982,220 拡充 Ｂ

小学校要保護・準要保護児童就学援助事業 学務課4078 275,519 20,057 295,576 現状維持 Ｂ

小学校特別支援学級児童就学奨励事業 学務課4079 5,205 5,596 10,801 現状維持 Ｂ

小学校罹災児童学用品用経費援助事業 学務課4080 30 86 116 現状維持 Ｂ

中学校要保護・準要保護生徒就学援助事業 学務課4081 234,762 23,414 258,176 現状維持 Ｂ

中学校特別支援学級生徒就学奨励事業 学務課4082 5,977 5,596 11,573 現状維持 Ｂ

中学校罹災生徒学用品用経費援助事業 学務課4083 0 86 86 現状維持 Ｂ

低所得の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯）
【経常】

福祉管理課23573 56,640 0 56,640

合計１４事業 5

3

,829,258 64

)

4,661 6,473

施

,919

施策の手段として位置付け
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